
令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

1
【職場内外での職員研修の
充実】新採用職員に対する
接遇研修の実施

1回 1回 100% A

2
【職場内外での職員研修の
充実】スキルアップ研修へ
の参加

15人 15人 100% A

3
【職場内外での職員研修の
充実】ハラスメント防止研修
の開催

1回 1回 100% A

4
【仕事と家庭の両立推進】
年次休暇平均取得日数

8日 8.2日 〇 3月31日 102.5% A

5
【仕事と家庭の両立推進】
男性職員の子の養育休暇
平均取得日数

2日 2.1日 〇 3月31日 105% A

6

【働き方改革の推進】産業
医相談（メンタル含む）やス
トレスチェック結果を活用し
た所属長面談の実施

8回 8回 〇 3月31日 100% A

7
【働き方改革の推進】年間
の超過勤務時間が360時間
を超える職員の割合

15％以下 8.3% 〇 3月31日 100% A

総務部 総務課 2 適正な定員管理の実施

　厳しい財政状況を勘案しつ
つ、職種および年齢構成を考
慮しながら職員の確保に努め
ます。

目標を概ね達
成しました

　市民に対する多様な行政サー
ビスに対応するため、その施策を
遂行する職員については、適切
な人員配置を行う必要があり、
「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
との整合性を図りつつ、計画的に
適正な職員数を確保するため
の、定員管理方針を策定しまし
た。

8
職種別階層別の定員管理
方針の策定

10月 2月 100% B

④コロナ禍の影響はない
が、特段の事由があった
ため。

職種ごとの必要な人員の把握に
時間を要した。また、定年の段階
的引上げ期間における60超職員
の定員管理上の取り扱いと新規
採用の取り扱い、その他適正な定
員管理に向けての取組みをまと
めることに時間を要したため。

9
鯖江市の意見を反映した福
井県並行在来線経営計画
の策定

10月 10月 100% A

10
並行在来線鯖江駅の利便
性向上策の立案

3月 3月 〇 3月31日 100% A

11
つつじバスの新しい運行ダ
イヤの策定

11月 11月 100% A

12
【つつじバス利用促進】年間
利用者数

11万人 108,668人 〇 3月31日 98.8% A

13
【つつじバス利用促進】つつ
じバス出前講座の開催

10回 1回 10% C

②コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標項目の
設定が不適切であったた
め。

コロナ禍により、出前講座の申込
を受けていた各地区の集会が軒
並み中止となった。

14
【福武線利用促進】鯖江市
内駅の利用者数

40万人 418，849人 〇 3月31日 104.7% A

総務部 総務課 1
市民から信頼される職員の
育成

　限られた人的資源の中で、
多様な市民ニーズや行政課
題に的確に対応するため、職
員個人のスキルアップを図る
とともに、組織力を最大限に
発揮できる体制整備が求めら
れており、自治研修所でのパ
ワーアップ研修やリーダー養
成研修などに参加する機会
を提供できる職場環境を整備
することが必要であり、また、
休暇を取得しやすい環境整
備や超過勤務削減に向けた
事務改善に努めます。

目標を達成し
ました

　限られた人的資源の中で、多様
な市民ニーズや行政課題に的確
に対応するため、職員個人のス
キルアップを図るとともに、組織
力を最大限に発揮できる体制整
備が求められており、所属長に対
し所属員を研修受講させるよう通
知することで、自治研修所でのパ
ワーアップ研修等に参加する機
会の提供に努めました。また、業
務内容の見直しを推進し、積極
的に年次休暇や男性職員の子育
てを目的とした休暇を取得するよ
う周知することで、職員の健康管
理と健康増進に努めました。

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

総務部 総合交通課 3
鯖江市交通ビジョンに基く幹
線交通網の変化を見据えた
二次交通網の構築

　安全・安心で地域に愛され、
利便性の高い福井県並行在
来線を立ち上げるため、福井
県や沿線市町と協力し、適切
な時期に経営計画の策定に
向けて協議します。
　また、北陸新幹線敦賀開業
を見据えたまちづくりとして、
JR鯖江駅の並行在来線駅と
しての利便性向上策の立案
や、令和４年度に向けた鯖江
市コミュニティバス「つつじバ
ス」の新ダイヤの編成に取り
組みます。
　さらに、コロナ禍において
も、感染防止対策を徹底し、
つつじバスおよび福井鉄道福
武線の利用回復に努めてい
きます。

目標を概ね達
成しました

　安全・安心で地域に愛され、利
便性の高い福井県並行在来線を
立ち上げるため、福井県や沿線
市町間で協議を重ね、10月に本
市の意見も反映した形での経営
計画の策定に至りました。
　また、北陸新幹線敦賀開業を
見据えたまちづくりとして、JR鯖
江駅の本市の東西玄関口として
の利便性向上に努めるべく、鯖
江駅東口改札等整備基本計画
の策定作業に着手したほか、令
和4年度に向けた鯖江市コミュニ
ティバス「つつじバス」の新ダイ
ヤ・ルートの編成に取り組みまし
た。
　さらに、コロナ禍においても、感
染防止対策を徹底し、つつじバス
および福井鉄道福武線の運行維
持と利用回復に努めました。

重点的取組・具体的目標
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重点的取組・具体的目標

15
AI-OCR/RPA導入による職
員の負担軽減

導入業務7件
導入業務10

件
142.9% A

16
IT推進フォーラムのオンラ
イン参加者数（再生回数）

200人（回） 200人（回） 〇 3月31日 100% A

17
タブレット、アプリの使用方
法やfacebookなどSNS講座
の開催

5コース（延べ
10回）

　150人

5コース（延べ
17回）
220人

コース数
100%

参加者数
146.7%

A

18 電子申請の利用件数 10,000件 33,531件 335.3% A

19
新規電子申請の種類の追
加数

5件 65件 1300% A

20 業務改善対応件数/率 10件/100% 31件/100% 310%/100% A

21
情報セキュリティ内部監査
の実施

15件 16件 106.7% A

22
セキュリティ研修、情報リテ
ラシー研修

3回 3回 100% A

23 アプリケーション利用研修 10回 8回 〇 3月31日 80% B

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍で集合開催ができず、書
面での開催に変更したため

24 デジタルツール利活用研修 3回 3回 100% A

25
住民基本台帳情報データ
ベースの構築

3月 1月 100% A

26 マイナンバーカード交付率 33% 38% 〇 4月中旬 115.2% A

27
事業所等での説明会・出張
受付

10回 25回 〇 3月下旬 250% A

総務部 市民窓口課 7

窓口システム（「書かない窓
口」等）を活用した効率化へ
の導入方針（取組への方向
性）の策定

　市民サービスの向上を目指
し、窓口システム（「書かない
窓口」等）を活用した効率化
について検証し、導入方針
（取組への方向性）を策定し
ます。

目標を達成し
ました

　新たな窓口支援システムを導
入を検討するため、先行自治体
への視察を行い、デモ機で、現状
と課題、求める機能を確認すると
ともに、導入した際の効率化等を
検証した結果、令和4年度の導入
を決定しました。

28
導入方針（取組への方向
性）の策定

3月 3月 100% A

29
地区まちづくり応援団養成
講座修了生対象意見交換
会等開催

5回 5回 100% A

30

サバヌシ総会等の市民主
役のまちづくりにかかる意
見交換会や交流会事業等
の参加者数

200人 150人 〇 3月27日 75% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナの影響により、会場等の人
数制限を見込んでいたが、オンラ
イン開催が主となり人数が減った
ため。

31 運転免許自主返納者数 170人 149人 〇 3月下旬 87.6% B

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

外出自粛の影響により、免許証
返納のために市役所に出向く人
が想定より少なかったため。

32
高齢者、幼児、児童、生徒
への交通安全教室

120回 123回 〇 3月下旬 102.5% A

33
就学時前保護者教室の開
催

12回 9回 75% C

⑤その他（上記以外の理
由）

学校からの要請がなかったため。

総務部 デジタル推進課 4

行政事務・手続きのデジタル
化/キャッシュレス化推進と
ICTを活用したまちづくりの推
進

　行政事務・手続きのデジタ
ル化/キャッシュレス化推進に
より、仕事の流れを適正かつ
抜本的に見直し、大幅な効率
化を図ります。
　また、ＩＣＴ（情報通信技術）
を活用したまちづくりを行うた
めに環境整備を進めるととも
に、市民の誰もがＩＣＴの恩恵
を受けることができるよう、
様々な情報化施策を推進しま
す。

総務部 デジタル推進課 5
情報システム導入対応と情報
リテラシーの向上

  各課の情報システムの導入
や更新時に技術的な助言を
行い、各業務の効率化とセ
キュリティ確保の支援を行い
ます。
　また、マイナンバー制度運
用に合わせて、技術的・物理
的・人的セキュリティの強化を
図ります。
　あわせて、業務の効率化の
ため、データベースの整備を
進めるとともに、職員のスキ
ル向上と意識の醸成を図りま
す。

総務部 市民活躍課 8
市民主役のまちづくりに関す
る人材育成と底辺拡大

　市民主役条例推進委員会
等と連携しながら、各地区の
まちづくり応援団組織の支援
など、地域づくりに携わる人
材の育成を図ります。
　あわせて市民主役条例のこ
れまでの成果を広く市民間で
共有し、意見交換・情報交換
を進めることにより、幅広い層
の市民を巻き込みながら底辺
拡大を図ります。

総務部 市民窓口課 6
デジタル社会の基盤としての
マイナンバーカードの普及拡
大

　ＩＣＴを活用したまちづくりに
より、市民サービスの向上を
図るため、新型コロナウイル
ス感染症の感染防止対策を
行いながら、地区公民館や事
業所等で説明会・出張受付を
実施する等、マイナンバー
カード交付を推進します。

総務部 市民活躍課 9 交通安全対策

　高齢者を交通事故から守る
ため、サロンなどでの交通安
全教室や運転免許証自主返
納制度に関する情報発信の
充実に努めます。
　また、児童が基本的な交通
ルールを習得できるように、
子どもに人気の「サバーンの
おやくそく体操」を活用した交
通安全教室や新１年生保護
者教室を開催します。

目標を達成し
ました

　RPAやLogoフォームなどのデジ
タルツールを活用し、業務の効率
化とともに、市民の利便性向上を
図れました。
　また、スマホを使用したアプリの
利用方法やSNS・マイナポータル
サイト利用講座を開催し、デジタ
ルデバイドの解消に努めました。

目標を概ね達
成しました

　各課で導入または導入を検討
していた情報システムや情報機
器類への助言・指導については、
十分に行えました。
　また、業務の効率化に資するた
めの住民基本台帳情報データ
ベースの構築を行いました。
　あわせて、アプリケーションソフ
ト研修およびセキュリティ研修、
セキュリティ内部監査を実施し、
職員のスキル向上と意識の醸成
を図りました。

目標を達成し
ました

　市民がマイナンバーカードを取
得しやすいよう、タブレットを使用
して写真撮影からオンライン申請
までを行うとともに、新型コロナウ
イルス感染症の感染防止対策を
行いながら、休日交付や夜間交
付、地区公民館での申請受付を
行うなど、申請しやすく受け取り
やすい環境を作り、普及拡大に
努めました。

目標達成には
いたりません

でした

　市民協働推進会議の活動等と
も連携し、市民によるまちづくりの
推進、特に地区のまちづくりに対
し、概ね共通理解が得られつつ
あります。
　ただ、主要な取組みであるサバ
ヌシ総会については、コロナ禍の
影響により、オンライン開催が主
となったため、参加者数が減少し
ました。今後は、コロナ禍の影響
も踏まえ、違った形の事業実施も
検討していきます。

目標を概ね達
成しました

　高齢者や幼児・児童への交通
安全教室については、予定通り
実施することができました。また、
コロナの影響で実施できなかった
保育園等については、DVDを作
成し、啓発活動を実施しました。
　高齢者の免許返納について
は、コロナの影響で高齢者の外
出自粛もあり、目標数に達しませ
んでしたが、引き続き、啓発活動
に取り組んでいきます。
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34
高校生および大学生による
まちづくり団体の活動日数
（WEB会議含む）

50日 91日 〇 3月下旬 182% A

①学生団体ｗｉ
ｔｈ56日
内訳として52
日は準備・会
議、4日は企画
の実施。
②ＪＫ課35日

35
高校生や大学生との連携
事業実施

2件 2件 100% A

36
夢みらい館・さばえを活用し
た地域啓発・学習会の回数

10回 18回 〇 3月下旬 180% A

学習会等開催
18回
（さんかく塾5
回・夢みらい
サロン13回）

37
市の審議会等への女性の
参画率

35% 34.8% 99.4% A

38
さばえ38組のネットワーキ
ングの実施回数

2回 2回 100% A

・セミナー開催
2回
（働きやすい
職場づくりオン
ラインセミナー
10/28・女性活
躍推進セミ
ナー3/8）
・さばえ38組参
加者17名→27
名(10人増)

39
ワーク・ライフ・バランスお
よび家事シェア推進事業へ
の子育てパパの参加者数

30人 36人 〇 3月26日 120% A

パパ参加人数
34人
（スペシャル
ファミリーデー
9人・Sabaパパ
交流会8人・新
米パパママ教
室(2回)11人・
イクカジ実践イ
ベント8人）

40
若者へのワーク・ライフ・バ
ランス啓発活動の実施回
数

2回 2回 100% A

セミナー開催2
回
（探Qワークラ
イフバランスセ
ミナー①9名、
セミナー②9
名）

総務部 市民活躍課 11
ジェンダー平等の実現に向け
た女性が活躍しやすいまちづ
くりの推進

　家庭・職場・地域で男女が
共にいきいきと活躍できるよ
う、SDGs推進センターと連携
したSDGｓ Goal5「ジェンダー
平等の実現」に向けた取組、
コロナ禍を鑑みた中での夢み
らい館・さばえ活用による地
域啓発推進事業の実施、さば
え３８組および若者（鯖江市
役所JK課、鯖江高校生）によ
る意識啓発活動、子育て支援
センターと連携した子育て世
代のワーク・ライフ・バランス
推進に向けた取組のほか、
市役所の女性職員の活躍に
向けた取組の推進等により、
第5次鯖江市男女共同参画プ
ランの着実な推進と検証を進
めます。

総務部 市民活躍課 10
高校生や大学生の居場所と
出番づくり

　学生・生徒のまちづくりへの
参画意識を高めるとともに、
地元高校生の地域への愛着
を醸成するため、リアルな活
動とオンラインでの交流を組
み合わせながら、鯖江高等学
校との鯖江型高校教育構築
事業、明治大学との連携事業
などを展開します。
　また、鯖江市役所ＪＫ課や
学生団体ｗｉｔｈ等の活動を積
極的に支援するため、ＪＫ課
ＯＧ等と連携しながら若者の
居場所と出番の創出に努め
ます。

目標を達成し
ました

　「コロナ禍でもできること」を学
生自身が模索しながら、リアルな
活動とオンラインでの交流を組み
合わせたことで、新しいまちづくり
企画を発案・実施することができ
ました。
　鯖江市役所ＪＫ課や学生団体ｗ
ｉｔｈ等の活動を積極的に支援しつ
つ、鯖江高等学校との連携事業
を拡充し、若者の居場所と出番
の創出に引き続き努めます。

目標を達成し
ました

　家庭・職場・地域などのあらゆ
る場面において、女性が輝き、男
女が共にいきいきと活躍できる
「ジェンダー平等」のまちづくり推
進に向けて、市と夢みらい館・さ
ばえ、さばえSDGｓ推進センター
が連携し、ジェンダーギャップ解
消に向けた市民啓発や学習会、
企業の女性活躍と働きやすい職
場づくり推進に向けたセミナー開
催や情報発信など、第5次鯖江市
男女共同参画プランの2本柱であ
る「男性の理解と意識改革の推
進」と「女性の参画意欲の向上」
に繋がる各事業を着実に進め、
SDGｓ Goal5「ジェンダー平等の
実現」と女性が活躍しやすいまち
づくり推進に取り組みました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

41
高齢者の特殊詐欺被害防
止のための啓発等の回数

25回 37回 148% A

出前講座18回
啓発　　　19回
（ワクチン接種
会場等）

42 職員研修参加回数 10回 37回 370% A

消費生活関係
研修　　 　28
回
女性相談関係
研修　       9
回

43
人権に関する職員研修参
加者数

50人 231人 462% A

配偶者からの
暴力に関する
相談研修 1回
LGBTに関する
研修(オンライ
ン)    1回

44
消費生活に関する啓発（エ
シカル消費等含む）等の開
催

10回 28回 280% A

出前講座16回
啓発　　　12回
（ワクチン接種
会場等）

45
食品ロス削減のためのフー
ドドライブ事業の開催

2回 2回 100% A

46 防災士資格取得者数 10人 9人 90% B

④コロナ禍の影響はない
が、特段の事由があった
ため。

防災士の資格取得申し込みを１０
名行っていたが、１名が不合格と
なった。

47
防災リーダー養成講座新
規修了者数

10人 10人 100% A

48
自主的な防災活動の実施
率

40% 45.1% 113.5% A

49 備災事業実施地区 5地区 7地区 140% A

50
町内版タイムライン作成に
係る説明会の開催

10回 5回 50% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍により、開催する事が困
難であった。

51
緊急情報一斉配信メール
システム新規登録者数

850人 1,500人 〇 3月31日 176.5% A

52 職員非常参集訓練の実施 1回 1回 100% A

53
職員緊急情報伝達訓練の
実施

3回 4回 133.3% A

安全・安心な生活を過ごすこ
とができるための相談窓口の
充実

　市民の心配事が軽減できる
よう、各課と連携して対応す
るとともに、職員の研修の機
会を設けスキル向上を図りま
す。
　また、市民が安全で安心し
た生活を過ごすことができる
よう生活に関する情報を発信
します。

総務部 防災危機管理課 14
自主防災組織の強化

　防災意識の向上を図るた
め、防災士や防災リーダーを
育成するとともに、地域住民
による防災訓練を実施するこ
とにより、自主防災組織の強
化を図ります。

総務部 市民相談課 13
将来につながる消費行動を
起こすための意識の醸成

　エシカル消費の目的や実践
方法など市民が取り組みや
すい事例等を紹介し、日常生
活の中で、人や地域、環境に
配慮したものやサービスを選
んで消費するという意識の醸
成を図ります。
　また、事業所や団体と協力
してフードドライブ事業を実施
し、市民が日頃の消費生活を
見直すきっかけを作り、持続
可能な社会を推進します。

総務部 市民相談課 12

総務部 防災危機管理課 15
減災・備災対策の強化および
訓練の実施

　被害を最小限に抑え、自分
や大切な人の命や財産を守
るためには、自助や共助、公
助の連携による地域防災力
の向上が重要であることか
ら、福井県と合同で開催予定
の総合防災訓練や出前講座
等を通じて、一人ひとりの防
災意識の向上を図ります。
　また、市職員に対する非常
参集訓練・緊急情報伝達訓
練を行うことにより、職員の防
災意識向上を図ります。

目標を達成し
ました

　多種多様化する消費者トラブル
を未然防止するための情報や知
識を得る場や、さらに市民自らが
被害防止の意識を高めるよう啓
発し、心配事や相談事に対応で
きる場の提供をしていくことで、安
全安心で豊かな生活を営める社
会の実現を図りました。
 また、積極的に職員研修に参加
し、時世に応じた市民の相談事
に対応できるよう、スキル向上を
図りました。

目標を達成し
ました

　身近にできる具体的なエシカル
消費の推進やフードドライブ事業
を継続することで、自らの行動が
現在および将来にわたって、内
外の社会情勢や地球環境に影響
を及ぼし得るものであるとの認識
の普及推進を図りました。

目標を概ね達
成しました

　地域防災力を図ることを目的
に、、広報等を通じて、講座への
参加を呼びかけ、防災士ならび
に防災リーダーの要請・育成に
取り組みました。
　また、町内等での訓練や出前
講座の開催を促し、減災・防災意
識の高揚を図るとともに、自主防
災組織の強化にも努めました。

目標を概ね達
成しました

　福井県との共催で実施した総
合防災訓練において、避難所運
営訓練を実施したほか、地区単
位での訓練や出前講座等を開催
し、市民の防災意識の高揚を図
りました。
　また、職員対象の緊急情報伝
達訓練のほか、課長以上非常参
集訓練も実施し、市職員の防災
意識の向上を図りました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

54
車での青色回転パトロール
の実施

300回 494回 〇 3月31日 164.7% A

55
徒歩巡回による安全安心
パトロールの実施

50回 120回 〇 3月31日 240% A

56
こども防災チャレンジ親子
講座

1回 1回 100% A

57
防災教育事業の開催（小
学・中学防災出前講座、地
区防災出前講座）

10回 12回 120% A

58
高齢者サロンぼうさい講座
の開催

10回 5回 50% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍により、予定していたサ
ロンを中止(40団体)せざるを得な
かった。

59
女性支隊による防犯教育
事業の開催

2回 2回 100% A

60
鯖江市空家等対策協議会
の開催

2回 2回 100% A

61
空き地所有者への適正管
理啓発等の通知

2回 2回 100% A

62 老朽空き家等の除却 8戸 12戸 150% A

63
鯖江市空家情報バンクへ
の新規登録

20件 25件 125% A

64 空き家相談会の開催 5回 13回 260% A

　災害から命を守る教育や犯
罪から身を守る教育である
「防育」事業に継続して取り組
むため、コロナ禍においても、
インターネット等を活用した防
育の講座や、感染対策を講じ
た講座の開催を検討し、子供
から高齢者まで安全で安心
に暮らせるまちづくりに努め
ます。

総務部 防災危機管理課 16
防犯隊の強化および防犯活
動の充実

　地域の防犯隊の積極的な
活動を推進するため、地域住
民の防犯意識の高揚に努
め、防犯体制の強化を図りま
す。
　また、車での青色回転パト
ロールおよび徒歩巡回パト
ロールを実施し、市民の安
全・安心の確保に努めます。

総務部 防災危機管理課 18 空き家対策の実施

　空き家所有者に対しては適
正管理のための啓発を実施
するとともに、特定空家等に
認定された空き家所有者に
対しては改善のための指導・
助言および情報提供を実施
することにより、空き家の適
正な管理を促進します。
　また、周辺の生活環境保持
等を行うため、空き家の取り
壊しをする所有者に対して
は、財政的支援を実施しま
す。
　また、空き家情報パンクへ
の空き家の推進や「地域おこ
し協力隊」との連携により、空
き家の利活用を推進します。
　さらに、空き家相談会を開
催し、空き家の解消および空
き家発生の抑制を図ります。

総務部 防災危機管理課 17
防育（防災教育・防犯教育）
事業の実施

目標を達成し
ました

　広報にて防犯隊員募集を呼び
かけたほか、防犯隊各支隊にお
いて防犯隊員の勧誘を行い、防
犯体制の強化に努めました。
　また、青色回転灯を搭載した車
でのパトロールのほか、徒歩での
巡回パトロールを行うなど、きめ
細やかな見守り活動を実施し、子
供や高齢者の安全確保に努めま
した。

目標を概ね達
成しました

　高齢者サロンの講座について
は、コロナ禍の影響で実施回数
が大幅に減少しましたが、感染が
収まっている期間を中心に講座
を積極的に実施しました。
　また、「防育」事業については、
防災マップ作成や災害時サポー
トガイド等の啓発をはじめ、振り
込め詐欺等防犯に関する講座も
開催し、子供や高齢者等の防災・
防犯意識の高揚を図りました。

目標を達成し
ました

　空き家への適正管理のための
啓発通知および特定空家等所有
者への指導により、空き家相談
会への参加や市への相談、ま
た、除却補助を活用した除却に
つながり、空き家の適正管理の
促進を図りました。
　また、空き家情報バンク登録へ
の情報提供により登録数が増
え、地域おこし協力隊と連携する
ことにより、空き家の利活用の推
進を図りました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

65
【各部施策方針】各部施策
方針の策定

5月 4月 100% A

66
【各部施策方針】各部施策
方針の総括

3月 3月 100% A

67
【行政評価】各課で継続事
業の事務事業を評価（第1
次評価）

6月 6月 100% A

68
【行政評価】継続事業の方
向性を決定

11月 10月 100% A

69
【行政評価】第三者評価を
実施

12月 12月 100% A

70
【総合戦略】KPI（成果指標）
の達成状況の把握

8月 8月 100% A

71
【総合戦略】総合戦略推進
会議の開催

1回 2回 200% A

72
[国土強靭化地域計
画]KPI(成果指標)の達成状
況の把握

3月 7月 100% A

73
指定管理者制度推進に関
する基本方針の策定

4月 4月 100% A

74 内部評価の実施 5月 5月 100% A

75 外部評価の実施 10月 10月 100% A

76
コロナ禍の影響に伴う指定
管理者への損失補償の額
の見直し

10月 10月 100% A

77
指定管理者制度の導入可
能性を検討する施設数

2施設 2施設 100% A

78
イベントを利用した情報発
信や相談会の開催

5回 5回 100% A

79
庁内担当者連絡会議の開
催

4回 4回 〇 3月31日 100% A

80 意見交換会の開催 3月 －

コロナ禍の影
響により、事業
を中止したた
め、評価対象
外としました。

81
移住支援金対象法人新規
登録数

3事業所 6事業所 〇 3月31日 100% A

政策経営部 総合政策課 20
指定管理施設への外部評価
と内部評価、損失補償の実施

　指定管理施設の管理運営
を評価するにあたり、公平性
の高い第三者評価や、施設
所管課による内部評価を実
施することで、指定管理者に
よる利用者へのサービス向
上と適正な管理運営を図りま
す。
　また、コロナ禍の影響が出
る指定管理施設については、
指定管理料の増額と営業継
続負担金の予算化による支
援を行い、公共施設の安定
的なサービス提供の確保を
図ります。
　さらに、市直営の公共施設
について、指定管理者制度導
入の可能性を検討します。

政策経営部 総合政策課 19
総合戦略の着実な推進と検
証の実施

　総合戦略の着実な推進に
あたり、目標達成に向けて各
事業に積極的に取り組むとと
もに、総合戦略推進会議にお
いて、ＫＰＩの達成状況の検証
を行い、必要に応じて「第2期
鯖江市まち・ひと・しごと創生
総合戦略」を改訂します。
　また、国土強靭化地域計画
の着実な推進にあたり、全庁
横断的な体制で取り組むとと
もに、ＫＰＩの達成状況の検証
を行い、必要に応じて個別事
業一覧を含め、計画を改訂し
ます。

政策経営部 総合政策課 21 移住・定住の促進

　ＵＩターン者の定住や移住促
進に向けて、新たな移住就職
者等に対する支援を行うとと
もに、県内外の移住イベント
等をオンラインで開催し、自
然、文化などの地域資源の
魅力や住みよさ、子育て環境
の良さを積極的にＰＲ・対外
発信するほか、移住者等と語
り合う場を設けて「まちづくり」
に関する意見交換を行うこと
で、移住人口・定住人口の増
加を図ります。
　また、移住支援金の対象企
業となる市内企業を増加を図
るため、効果的な周知活動を
検討・実施します。

目標を達成し
ました

　総合戦略を着実に推進するた
め、行政評価の調書を改善する
など事務事業の適正化に努める
とともに、各事業に積極的に取り
組みました。
　また、鯖江市総合戦略推進会
議において「第2期鯖江市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略」のＫＰＩの
達成状況を検証したほか、第２期
総合戦略の一部改訂および財政
収支見通しについて協議し改訂
しました。
　さらに、国土強靭化地域計画に
ついては、重点的に取り組むべき
「個別事業」の掲載事業について
更新する改訂を行いました。

目標を達成し
ました

　施設所管課による内部評価と、
第三者評価委員会による第三者
評価を実施し、指定管理者による
利用者へのサービス向上と適正
な管理運営を図りました。
　また、コロナ禍の影響が出た指
定管理施設については、指定管
理料と営業継続負担金の支援を
行い、公共施設の安定的なサー
ビス提供に寄与しました。
　さらに、市直営の公共施設につ
いて、指定管理者制度導入の可
能性を検討しましたが、現状で
は、導入は困難との結論がでまし
た。

目標を達成し
ました

　コロナ禍の影響により対面での
移住フェアや市内体験ツアー等
の開催が見送られるなど、新たな
生活様式に対応した取組みが必
要となり、移住フェアや相談会等
をオンラインで開催することで一
定の効果は得られました。
　また、移住者の働き口の増加の
ため、移住就職支援金の対象と
なる市内企業の増加に向けた情
報発信を積極的・継続的に実施
しました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果
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見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

82
さばえSDGｓ推進センター
の来館者数(年間)

2,000人 3,300人 〇 3月31日 165% A

83
さばえSDGs推進センターで
の特別展示の回数(年間)

5回 10回 200% A

84
さばえSDGｓグローカルクラ
ブの会員数

60団体 77団体 〇 3月31日 128% A

85
SDGs推進の啓発普及活動
回数

35回 38回 〇 3月31日 109% A

86
SNS等を活用した情報発信
の回数(年間)

250回 300回 〇 3月31日 120% A

87
【「めがねのまちさばえ」の
情報発信】全国発信できる
事業の実施

5事業 5事業 100% A

88
「めがねのまちさばえ応援
企業」新規認定数

10社 4社 〇 3月31日 40% C

②コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標項目の
設定が不適切であったた
め。

新型コロナウイルス感染症の早
期の収束を願いつつ、応援企業
への参画を呼び掛けてきたが、結
果、目標に至らなかった。

89
めがねのまちさばえ応援隊
登録数

61,800人 60,371人 〇 3月31日 98% A

90
眼育の推進を図るための
事業の実施

5事業 6事業 120% A

91
広報さばえを読んでいる人
の割合（アンケート実施）

90% 90.2% 100.2% A

92
ケーブルテレビでの市の施
策発信

7回 14回 200% A

コロナ禍の影
響によるイベ
ント等の中止
により、結果的
に市政に関す
る番組が増え
た。

93
市公式ホームページのトッ
プページアクセス数

143.5万回 155万回 〇 3月31日 108% A

94
市公式ホームページの多
言語年間アクセス数

7.5万回 3万回 〇 3月31日 40% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍により大きく落ち込んだ
昨年度よりも更に減少しているこ
とから、長引くコロナ禍により、外
国人の観光意欲が減退し、観光
のための情報収集そのものを諦
めたものと思われる。

95
多言語対応ユニバーサル
情報配信ツール年間アクセ
ス数

650回 430回 〇 3月31日 66.2% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍により大きく落ち込んだ
昨年度よりも更に減少しているこ
とから、長引くコロナ禍により、外
国人の観光意欲が減退し、観光
のための情報収集そのものを諦
めたものと思われる。

96 行政出前講座の開催 300回 300回 〇 3月31日 100% A

97
市長との対話式会合（Web
方式を含む）の開催

5回 11回 〇 3月31日 220% A

政策経営部 総合政策課 23 シティプロモーションの推進

　「鯖江」＝「眼鏡」の認知度
や知名度を更に高めるプロ
モーション活動を、市民協働
や民間活力と連携しながら推
進するとともに、日本で唯一
の産地「めがねのまちさばえ」
の魅力を国内はもとより世界
に発信し、地域ブランド向上
および市民のふるさと愛の醸
成に努めます。

政策経営部 総合政策課 22
持続可能な地域モデルの推
進

　「さばえＳＤＧｓ推進セン
ター」を拠点とした、研修会の
開催や新たな事業を通じて、
市民一人ひとりが「自分事と
して行動する」機運を高めて
いきます。
　また、本市の目指すＳＤＧｓ
Ｇｏａｌ５　「ジェンダー平等の
実現」を軸に、市民、団体、企
業、学校等との連携・協力を
強化し、相乗効果を生み出す
ことで、それぞれの特性を生
かした事業や活動の促進を
図ります。
　さらに、各種施策を着実に
実施し、ロールモデルとして
積極的に国内外に発信する
ことにより、本市の地域特性
を活かしたＳＤＧｓの推進の流
れを加速していきます。

政策経営部 秘書広聴課 24
情報発信力の強化と市民と
のコミュニケーション機会の
拡充

　マスメディア、市ホームペー
ジ、広報紙をはじめ、動画
チャンネルや職員によるＳＮ
Ｓ活用により、迅速かつ分か
りやすい情報発信に努め、市
民との情報の共有化により、
市政と市民との一体感の醸
成を図ります。
　また、多様な市民ニーズを
市政に反映するため、市民と
の対話によるコミュニケーショ
ンを積極的に図ります。

目標を達成し
ました

　コロナ禍の影響によるイベント
の中止や入館制限があったもの
の、SDGs認知度の高まりもあり、
「さばえSDGs推進センター」には
多くの来館者があり、少人数のイ
ベント・研修会の開催や、オンラ
インの活用、特別展を定期的に
開催するなどして、SDGsの普及・
啓発を行い、市民一人ひとりが
「自分事として行動する」機運の
向上を図りました。
　本市の目指すＳＤＧｓ　Ｇｏａｌ５
「ジェンダー平等の実現」を軸とし
て、、「グローカルクラブ」の登録
者の増加など、多くの市民、団
体、企業、学校等との連携・協力
を強化することができ、具体的な
事業や活動に繋げることでSDGs
の達成を目指しました。
　さらに、市内で実施した取組み
をSNS等を通じて国内外に発信
することにより、本市の地域特性
を活かしたＳＤＧｓの推進の更な
る拡大を図りました。

目標を概ね達
成しました

　  コロナ禍の影響を受け、全国
的にイベントや展示会等が中止
となる中、「めがねのまちさばえ」
を発信するため、現地でのプロ
モーション活動に変わり、フェイス
ブックやインスタグラム、LINEなど
のSNSを活用したプロモーション
活動を実施しました。
　また、眼育活動においても教育
現場や保育現場での活動は制限
されたため、オンラインでの眼育
学習を実施しました。

目標を概ね達
成しました

　マスメディア、市ホームページ、
広報紙をはじめ、動画チャンネ
ル、ＳＮＳの活用、また、多言語
化や音声読上げなどユニバーサ
ル機能も活用し、迅速かつ分かり
やすい情報発信に努め、市民と
の情報共有化、市外へのＰＲを
図りました。
　また、市民の声を市政に反映す
るため、コロナ禍に配慮しなが
ら、市長と市民との対話の機会を
設け、意見交換を行いました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

政策経営部 財務政策課 25

ふるさと納税制度の積極的活
用による自主財源の確保と
本市の認知度向上・関係人
口の増加

　今年度新たに追加する「さ
ばえめがね館」９店舗を含む
計１１店舗と（一社）福井県眼
鏡協会と連携し、各店舗の顧
客等向けに本市ふるさと納税
制度を積極的にPRすること
で、寄付金の増額を目指しま
す。 目標を達成し

ました

　新たな返礼品として、人気ブラ
ンドである金子眼鏡の眼鏡引換
券を導入することやめがね引換
券の使用可能店舗を増やし利便
性を向上させることなどにより、
更なるふるさと納税寄附の確保
に努めました。
　また、新たなポータルサイトとし
て、ふるなび、三越伊勢丹ふるさ
と納税、JALふるさと納税と契約
し、寄附者の納税機会を増やす
とともに、PRの場を拡大すること
で”めがねのまちさばえ”の魅力
を発信しました。

98 ふるさと納税目標 3.0億円 4.2億 〇 4月上旬 140% A

99
財政調整基金の年度末残
高（令和2年度決算値）

25億円以上 28.8億円 100% A

100
実質赤字比率（令和2年度
決算値）

0％未満（黒
字）

0％未満（黒
字）

100% A

101
連結実質赤字比率（令和2
年度決算値）

0％未満（黒
字）

0％未満（黒
字）

100% A

102
実質公債費比率（令和2年
度決算値）

10.5％以下 6.5% 100% A

103
将来負担比率（令和2年度
決算値）

7.0％以下 -6.7% 100% A

104
市債残高（令和2年度決算
値：臨時財政対策債を除く）

150億円以下 141億円 100% A

105 広報紙等による周知 １回 1回 100% A

106 総額4億円の発行
１2月発行

１回
１2月発行

1回
100% A

107 施設点検のマニュアル化 7月 4月 100% A

108
公共施設等総合管理計画
の改訂

3月 3月 100% A

109
木造住宅の耐震化啓発活
動

5回 5回 100% A

110
市営住宅ストック改善事業
の実施

1棟 1棟 100% A

契約管理課 29
安心で快適に住み続けられ
るまちづくりの推進

　広報活動等による民間木造
住宅の耐震化の促進や市営
住宅等長寿命化計画に沿っ
た改修事業など、安心して快
適に住み続けられる街づくり
に努めます。

政策経営部 財務政策課 27
市民参加型市場公募債によ
る資金調達の多様性と市民
の行政への参加意識向上

　市民参加型市場公募債を
発行し、市民の行政への参加
意識を醸成するとともに、資
金調達の多様化を図ります。

政策経営部 財務政策課 26
健全な財政運営の継続と社
会情勢を踏まえた臨機応変
な予算措置

　コロナ禍の状況を鑑み、経
常経費の削減に努める一
方、市民の生命・生活を守る
ことを最優先に臨機応変な予
算措置を行うことで、「笑顔あ
ふれるめがねのまちさばえ」
を目指します。
　また、財政収支見通しを定
期的に改訂し、プライマリー
バランスを常に意識すること
で、健全な財政運営の継続に
努めます。

政策経営部 契約管理課 28
鯖江市公共施設等総合管理
計画の推進

　公共施設等総合管理計画
の改訂に向けて、下位計画を
踏まえ全庁的に調整を図り、
年内での策定に努めます。

政策経営部

目標を達成し
ました

　長引くコロナ禍に対応するだけ
でなく、今後は、総合管理計画に
基づき改修する公共施設に必要
な費用を鑑みた予算編成が求め
られます。
　そのような中において、3月補正
時には、公共施設等整備基金を
新たに創設し、4.5億円を積み立
てることができました。

目標を達成し
ました

　元気さばえっ子・ゆめみらい債
を12月に4億円発行し、市民の行
政への参加意識を醸成するとと
もに、資金調達の多様化を図りま
した。

目標を達成し
ました

　国の指針改訂や下位計画であ
る個別施設計画策定を踏まえ、
公共施設管理について全庁的に
調整を図り、公共施設等総合管
理計画を改訂しました。

目標を達成し
ました

　広報紙掲載やポスティング啓発
などによる民間木造住宅の耐震
化の促進や市営住宅等長寿命
化計画に基づく改修事業など、安
心して快適に住み続けられるま
ちづくりに努めました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

111
eLTAXを利用しての給与支
払報告書提出事業所の比
率向上

50% 55.1% 110.2% A

112
国保税の制度啓発（納税通
知書にチラシ同封）

1回 1回 100% A

113
国保税の制度啓発（広報お
よびHP）

3回 5回 166.7% A

114
eLTAXを利用しての固定資
産税（償却資産）の電子申
告率向上

35% 42.4% 121.1% A

115 市民税申告の勧奨 1回 3回 300% A

116

所有者の不明な家屋に対
する使用者把握のための
全数調査の実施と、それに
伴う使用者への通知

1回 1回 100% A

117
市税および使用料等の収
納率（現年分）市税

97% 98.4% 〇 5月31日 101.4% A

118
市税および使用料等の収
納率（現年分）国民健康保
険税

94% 95.2% 〇 5月31日 101.3% A

119
市税および使用料等の収
納率（現年分）介護保険料
普通徴収分

86% 90% 〇 5月31日 104.7% A

120
市税および使用料等の収
納率（現年分）上下水道料

96% 96.5% 〇 3月31日 100.5% A

121
夜間納税相談の実施（年
間）

48日 48日 〇 3月31日 100.0% A

政策経営部 収納課 32 市税等の収納率向上

　口座振替を含むキャッシュ
レス収納の利用拡大から納
期限内納付を推進するととも
に、電話催告や夜間納税相
談を積極的に実施し、市税、
国民健康保険税、上下水道
料等の収納率向上に努めま
す。

政策経営部 税務課 31

政策経営部 税務課 30 税務手続きの電子化の推進

　納税者の申告の利便性と、
賦課事務の業務改善を図る
ため、電子申告の利活用を推
進します。

適正課税の推進

　市民に対して「正確かつ迅
速に」「わかりやすく」情報を
提供し、市税に関する正しい
理解を得られるよう努めま
す。
　また、税の公平負担の原則
に沿って適正な課税に努めま
す。

目標を達成し
ました

　電子申告や業務のＩＴ化を推進
し、賦課業務に係る市民と市の
双方の負担軽減を図りました。
　また、広報やホームページ、チ
ラシを活用して、市民に税制度を
分かりやすく提供しました。

目標を達成し
ました

　市民の市税に対する理解を深
めるため、税制度を分かりやすく
積極的に広報・周知するととも
に、税の公平負担の原則のもと、
適正な課税に努めました。

目標を達成し
ました

　文書および電話催告、納税相
談等を積極的に行うとともに、必
要に応じて滞納処分を適正に実
施し、収納率向上に努めました。
　納税相談では、対象者の生活
状況や特に新型コロナウイルス
の影響による収入、収益減等を
十分に聞き取った上で滞納整理
の方向性を判断するなど、納税
者に寄り添う対応に努めました。
　また、スマートフォンアプリによ
るキャッシュレス決済や口座振替
による納税について、市広報誌
や市ホームページへの掲載等に
より周知を図り、納期限内納付を
推進しました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

122
ご近所福祉ネットワーク・サ
ロン・集いの場・雪下ろしを
行っている町内の数

125町内 136町内 〇 3月31日 100% A

123
生活困窮者の就労支援回
数

100回 112回 〇 3月31日 112% A

124
重層的支援体制整備のた
めの課題の抽出

12月 12月 100% A

125 地域福祉計画の策定 3月 3月 〇 3月31日 100% A

126
相談支援事業等の相談人
数

4,500人 4,500人 〇 4月20日 100% A

127
手話の出前講座の実施回
数

8回 13回 〇 3月31日 162.5% A

128 障がい者計画の策定 3月 3月 〇 3月31日 100% A

129
介護支援サポーター新規
登録者数

56人 51人 91.1% A

130
健康寿命ふれあいサロン
リーダー数

116人 111人 95.7% A

131
家庭でできるフレイル予防
等の啓発回数

6回 8回 133.3% A

132
元気生活率（65歳以上高齢
者に占める要介護認定を
受けていない人の割合）

83% 84.2% 101.4% A

健康福祉部 社会福祉課 33
つながり支えあう福祉のまち
づくりの推進

　市民が共に支え合い、助け
合って暮らせる住みよい福祉
のまちづくりを推進するため、
市社会福祉協議会や地域支
え合い推進委員等と連携し、
「ご近所福祉ネットワーク活
動」の重要性について周知を
行い、コロナ禍での見守りや
支え合いの体制作りを図りま
す。
　また、新型コロナウイルス感
染症の影響により、休業や失
業による生活困窮者から幅
広い相談に対応し、庁内外の
関係課・関係機関と連携・調
整を図りながら、各種支援制
度の活用や就労支援を行
い、自立した生活を送れるよ
う支援を行います。
　また、相談者の複合化・複
雑化している課題に対応・支
援するため、関係課と連携し
重層的支援を実施する体制
整備のための検討・準備を行
います。
　さらに、本年度は地域福祉
計画改定の年であり、今後の
地域福祉の方向性や方針を
示す計画を策定します。

健康福祉部 長寿福祉課 35
生きがいづくりと積極的な介
護予防の推進

　高齢者が生きがいをもって
健康で自立した暮らしにつな
がるよう、高齢者の多様な
ニーズに応じて気軽に参加で
きる介護予防活動に努めると
ともに、高齢者自身が介護予
防の具体的な方法を学び、積
極的に介護予防を普及啓発
する担い手になる支援体制を
推進します。
　また、地域での支え合いの
仕組みをより一層拡充するこ
とで、高齢者の居場所と活躍
の場を広げていきます。
　さらに、新型コロナウイルス
感染症の影響に伴う外出自
粛による高齢者の孤立や健
康を損ねることがないように、
自粛生活における注意点や
フレイル予防について情報発
信を行い適切に支援します。

健康福祉部 社会福祉課 34 障がい者支援の充実

　障がい者が地域の中で安
心して暮らせるよう、基幹相
談支援センター等の相談体
制や福祉サービスの充実を
図るとともに、日常生活およ
び社会生活を総合的に支援
します。
　また、昨年制定した手話言
語条例により、手話への理解
促進と普及のために、手話の
出前講座を行います。
　さらに、本年度は障がい者
計画改定の年であり、今後の
障がい者支援策の方向性や
方針を示す計画を策定しま
す。

目標を達成し
ました

　市社会福祉協議会や地域支え
合い推進委員等と連携し、「ご近
所福祉ネットワーク活動」の重要
性の周知しました。
　また、コロナ禍による、休業や
失業による生活困窮者から幅広
い相談に対応し、庁内外の関係
課・関係機関と連携・調整を図り
ながら、各種支援制度の活用や
就労支援を行い、自立した生活
を送れるよう支援を行いました。
　また、相談者の複合化・複雑化
している課題に対応・支援するた
め、関係課と連携し重層的支援
を実施する体制整備のための課
題の洗い出し等を実施しました。
　さらに、本年度は地域福祉計画
改定の年であり、今後の地域福
祉の方向性や方針を示す計画を
策定しました。

目標を達成し
ました

　相談内容に応じて他機関と連
携するなど、様々な相談に対応し
てきました。
　また、手話の出前講座の宣伝
に出かけ、手話への理解促進と
普及を行い、講座の実施につな
がりました。
　さらに、本年度は障がい者計画
改定の年であり、今後の障がい
者支援策の方向性や方針を示す
計画を策定しました。

目標を達成し
ました

　介護予防サポータ等の人材養
成を行い、介護支援サポータ事
業を活用しながら、より一層元気
高齢者が介護予防の担い手にな
るよう推進し、高齢者の居場所と
活躍の場を広げ、元気生活率の
維持・向上に努めました。
　また、コロナ禍により元気寿命
ふれあいサロンの中止期間が長
くなる中、サロンリーダーが会員
に対してフレイル予防や精神面
の支援ができるように、フレイル
予防に関する情報提供を行い、
サロンリーダーの活動支援を行
いました。
　さらに、広く家庭においても取り
組めるフレイル予防の啓発を実
施しました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

133
認知症サポーターステップ
アップ講座開催回数

3回 －

コロナ禍の影
響により、事業
を中止したた
め、評価対象
外としました。

134

認知症初期集中支援対象
者への支援率（訪問やアセ
スメント等により、医療・介
護・福祉サービス等に繋げ
られた割合）

100% 100% 〇 4月中旬 100% A

135
もの忘れ検診積極的受診
対象者で未受診者への受
診勧奨訪問率

80% 73.4% 〇 3月31日 91.8% B

②コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標項目の
設定が不適切であったた
め。

もの忘れ検診の積極的受診勧奨
対象者の内、３項目中２項目該当
するリスクの高い者(109名)を対
象者とし、訪問者80名を見込ん
だ。
コロナ禍において積極的受診勧
奨訪問時期が、感染拡大の流行
時期でもあったため、積極的再受
診勧奨訪問を控えた。

136 徘徊模擬訓練実施箇所数 1町内 －

コロナ禍の影
響により、事業
を中止したた
め、評価対象
外としました。

137
地域支え合いフォーラムの
開催

4回 4回 100% A

138
総合事業推進協議会の開
催

2回 1回 50% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍において、各地区ともに
継続して住民が顔を合わせる会
議等の開催ができないことを見込
めなかった。

139
地域支え合い協議体の設
置・開催

10地区 2地区 20% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍により、各地区での協議
体開催が見込めず、2地区のみで
あった。

140 地域ケア会議の開催 11回 11回 100% A

141
多職種連携研修会等の開
催

2回 3回 150% A

142
在宅医療・介護連携推進協
議会の開催

2回 1回 〇 3月24日 50% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍により医療・介護のサー
ビス事業所が過重な体制のた
め、計画が思うように開催できな
かった。

　地域包括ケアシステムの推
進に向けて、地域包括支援セ
ンターの機能強化、地域ケア
会議とケアマネジメントの向
上、切れ目のない在宅医療と
在宅介護の提供体制の構
築、多職種協働の推進など、
地域に根ざした支援ネット
ワーク構築に努めます。
　コロナ禍を踏まえ、オンライ
ン会議での地域ケア会議を
継続して実施するととも、研
修会や協議会は、対面およ
びオンラインでのハイブリッド
型での事業を継続して実施し
ます。

健康福祉部 長寿福祉課 36
認知症予防と認知症にやさし
い地域づくり

　認知症の発症を少しでも遅
らせるための認知症予防や、
認知症になっても住み慣れた
地域で尊厳のある暮らしがで
きるよう、地域ぐるみで認知
症の人やその家族を見守り
支える仕組みづくり、認知症
の人を介護している家族の負
担軽減につながる施策の充
実を図ります。
　また、認知症の早期発見・
早期診断の機会を提供し、診
療につなげることで重症化を
予防するため、医療と介護の
連携に基づいた専門職によ
る初期集中支援を実施しま
す。
　これらの事業は、コロナ禍で
の実施に向け、実施方法や
開催回数、内容を検討し、ハ
イブリッド型の講座、徘徊模
擬訓練等を実施します。

健康福祉部 長寿福祉課 37
住民主体の支え合い体制づく
り

　住民の支え合い活動を支援
するため、第一層生活支援
コーディネーターおよび地域
支え合い推進員を配置し、住
民ボランティアなどの多様な
主体を活用した高齢者の生
活支援サービスの創出や地
域の支え合いの体制づくりを
推進します。
　コロナ禍では、地域支え合
いフォーラムや総合事業推進
協議会、地域支え合いの協
議体の設置・開催は、書面や
対面およびオンライン会議な
ど、ハイブリッド型での話し合
いを取り入れ実施します。

健康福祉部 長寿福祉課 38
地域包括ケアシステムの推
進

目標を概ね達
成しました

　認知症初期集中支援チーム会
議は、毎月1回開催し、相談事例
の検討およびチーム員による訪
問等を行い、専門医療機関への
受診につながる支援に努めまし
た。
　もの忘れ検診の積極的受診勧
奨対象者のうち、リスクの高い人
への訪問を重点的に行い、認知
症の早期発見と治療につなげま
した。
　コロナ禍の影響により、認知症
ステップアップ講座や徘徊模擬訓
練は、継続したグループワーク中
心の講座であることや町内・地区
での行事等の集まりを控えてい
たため、実施できませんでした。

目標達成には
いたりません

でした

　各4圏域で1か所の地区公民館
で地域の助け合い応援講座を開
催しました。今後、地域の支え合
い活動への参加者を募集し、住
民主体の生活支援サービス創設
に向けた支援を行います。
　また、総合事業推進協議会で
は、地域活動のまとめや課題を
報告されましたが、コロナ禍によ
り、12月に1回のみの開催となり、
目標値には達しませんでした。
　さらに、コロナ禍により、各地区
における顔を合わせての会議等
が開催できず、地区での協議体
開催目標数は、目標値に達しま
せんでした。

目標を概ね達
成しました

　地域包括ケアシステムの推進
に向けて、医療・介護に関わる多
職種が協働で事例を通しながら、
地域の課題や解決策を検討する
地域ケア会議をオンラインで定期
的に開催し、目標に達成しまし
た。
　医療や介護に関わる多職種に
よる地域の支援者としてのネット
ワークづくりや、お互いの質の向
上のためにオンラインによる研修
を開催し、目標に達成しました。
　在宅医療・介護連携推進協議
会では、今年度の事業評価と次
年度の計画を協議しましたが、コ
ロナ禍のため研修計画の実行が
進まず、目標には達成できませ
んでした。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
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(総括)

重点的取組・具体的目標

143 ハーフバースデイ参加者率 92% 97% 〇 3月31日 105.4% A
389名
/401名

144 子育てサポーター登録者数 100人 124人 124% A

145
要保護児童対策地域協議
会の開催

20回 50回 〇 3月31日 250% A

146 養育支援訪問回数 70回 90回 〇 3月31日 128.6% A

147 一時預かり児童数 300人 500人 〇 3月31日 166.7% A

148
ひとり親家庭児童学習支援
参加者数

700人 670人 〇 3月31日 95.7% A

149 のびのび教室開催回数 20回 19回 〇 3月31日 95% A

コロナ禍により
R3.4月・5月、
R4.2月は未実
施

150
育児健診時での気がかりな
家庭相談回数

45回 48回 〇 3月31日 106.7% A

健康福祉部 子育て支援課 41
地域の高齢者やシニア世代、
子育て経験者などを対象とし
たボランティアの養成

　地域の高齢者やシニア世
代、子育て経験者などを対象
として、地域の子どもは地域
の中で育てていくことを目的と
したボランティア養成講習会
を開催します。

目標を概ね達
成しました

　地域の高齢者やシニア世代、
子育て経験者などを対象として、
地域の子どもは地域の中で育て
ていくことを目的としたボランティ
ア養成講習会を開催し、今後、地
域で子育て支援をする機会を提
供しました。

151
ボランティア養成講習会受
講者数

30名 27名 90% B

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ対策を講じて講座を開催す
る旨、周知をしたが、申込者数が
定員に達しなかった。

152 待機児童数 0人 0人 〇 4月1日 100% A

153
保育士等養成修学資金貸
付制度の利用者数

5人 2人 40% C

④コロナ禍の影響はない
が、特段の事由があった
ため。

県社会福祉協議会の貸付対象枠
の増により、新規の貸付を希望す
る者がいなかったため。

154
保育業務改善システムの
導入

9園 9園 〇 3月31日 100% A

155 オンライン研修の実施 11回 14回 127.3% A

健康福祉部 保育・幼児教育課 42
保育士の確保と定着および
保育業務環境の改善の推進

　保育士の確保と定着支援お
よび保育業務の環境改善を
継続的に行うことで、保育・幼
児教育の質を高め、園児の
生活習慣の定着や、社会性・
道徳性の基礎の育成、健康
な体づくりに努めます。
　また、新型コロナウイルス感
染症対策を継続しつつ、新し
い生活様式を踏まえた園運
営を行います。

健康福祉部 子育て支援課 40
幼児発達支援相談体制の構
築

　子育て支援センター等の関
係機関が連携して、発達上気
がかりな児童に対して、個々
の発達に応じた支援を実施
するとともに、保護者に対して
は少しでも早い時期から子ど
もの発達特性に応じた適切な
環境や接し方の工夫を助言し
支援します。

健康福祉部 子育て支援課 39
子ども家庭の相談支援体制
の拡充

　子育て支援センターにおい
て、子ども家庭総合支援拠点
事業として、子ども家庭支援
員が、18歳までの児童とその
家庭および妊産婦を対象に、
子育てに関する不安や悩み
等に対し、電話や来所面接、
訪問支援を行います。
　また、家庭において養育を
受けることが一時的に困難
な、生後6か月から就園前ま
での本市在住の乳児幼児を
対象に、一時預かりを継続し
て実施します。
　さらに、ひとり親家庭支援と
して、ひとり親家庭の児童を
対象とした学習支援を行い、
児童の健全育成と自立を促
進します。

目標を達成し
ました

　子育て支援センターにおいて、
他機関と連携をしながら、子ども
家庭総合支援拠点事業として、
子ども家庭支援員が、18歳まで
の児童とその家庭および妊産婦
を対象に、子育てに関する不安
や悩み等に対し、電話や来所面
接、訪問支援を行い、安心して子
育てができるよう支援を行いまし
た。
　また、家庭において養育を受け
ることが一時的に困難な、生後6
か月から就園前までの本市在住
の乳児幼児を対象に、一時預か
りを実施しました。あわせて、コロ
ナワクチン接種を希望する保護
者にも対応できる体制を取り、安
心してワクチン接種を受けること
ができるようにしました。
　さらに、ひとり親家庭支援とし
て、ひとり親家庭の児童を対象と
した学習支援を行いました。コロ
ナ禍の中で、オンライン形式での
遠隔学習支援も行い、児童の健
全育成と自立を促進しました。

目標を達成し
ました

　コロナ禍により、教室や相談会
を一時中止しましたが、感染対策
を講じて、子育て支援センターに
じいろと関係機関等が連携して、
発達上気がかりな児童やその保
護者に対して、教室や相談会で
個々の発達に応じた支援を実施
しました。

目標を概ね達
成しました

　保育士の確保と定着支援のた
め、修学資金貸付や私立保育所
の若手職員の給与改善等を行い
ました。一方、待機児童は発生し
ませんでしたが、今後も保育ニー
ズに対応していくために、引き続
き保育士の確保に努める必要が
あります。
　また、コロナ禍の中で、WEB会
議を活用した市内公私立保育園
等による年齢別研究会を積極的
に行うことで、時間の短縮や保育
士の資質向上のための研鑽を図
ることができました。
　さらに、公立保育士の業務負担
軽減に向けてシステムを導入し、
次年度から本格的に運用するこ
とで、一層の保育の質の充実を
図ります。

12



令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

156
新型コロナウイルスワクチ
ン接種における個別接種
体制の構築

5月 5月 100% A

157
新型コロナウイルスワクチ
ン接種における集団接種
体制の構築

6月 6月 100% A

158
新型コロナウイルス感染症
予防対策の普及啓発

12回 27回 〇 3月31日 225% A

159
新型コロナウイルス感染症
に関する相談対応率

100% 100% 100% A

160
産前・産後サポート事業
生後1か月迄の産婦・新生
児に対する支援率

90% 94.4% 〇 4月30日 104.9% A

161
生後4か月迄のこんにちは
赤ちゃん事業　家庭訪問率

95% 98.9% 〇 6月30日 104.1% A

162

1歳6か月児・3歳児健診に
おけるアンケート「この地域
で、今後も子育てをしてい
きたい」回答率

100% 97.4% 〇 5月31日 97.4% A

163
新生児聴覚スクリーニング
検査実施率

100% 99.6% 〇 7月上旬 99.6% A

164 特定健康診査実施率 37% 25% 〇 11月 67.6% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

受診控えによる影響とコロナワク
チン接種の期間と重なったため、
受診者が伸びなかった。

165 特定保健指導実施率 55% 28.6% 〇 11月 52% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍対策として、病院や人間
ドック時の特定保健指導を増やし
たが、希望者が少なかった。

166

がん検診実施率（市が実施
する検診受診率（職域検診
除く。）、40～69歳（子宮頸
がんは20～69歳）対象）

23% 22.5% 〇 6月30日 97.8% A

167
後期高齢者健康診査実施
率

22.5% 20.3% 〇 5月31日 90.2% B

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

受診控えによる影響とコロナワク
チン接種の期間と重なったため、
受診者が伸びなかった。

168
生活習慣病悪化防止普及
啓発

5回 10回 〇 3月31日 200% A

健康福祉部
健康づくり課
新型コロナウイルス
ワクチン接種対策室

43
新型コロナウイルス感染症対
策の推進

　新型コロナウイルスワクチ
ン接種について、接種を希望
する市民が安全に安心して
接種を受けられるよう、庁内
や市医師会等関係機関と連
携し、接種体制の構築を図る
とともに、市民に対してわかり
やすい情報提供に努めます。
　また、国や福井県からの新
型コロナウイルス感染症やワ
クチン接種に関する情報に基
づき、継続した予防対策の徹
底および新しい生活様式の
啓発を図ります。

健康福祉部 健康づくり課 44
妊娠・出産包括支援事業の
推進

　アイアイ親子サポートセン
ターにおいて、保健師、助産
師、栄養士等が、妊娠期から
子育て期にある保護者や子
どもに対し、新型コロナウイ
ルス感染症対策を講じなが
ら、安心して子育てできるよう
支援を行います。

健康福祉部 健康づくり課 45
メタボリックシンドロームやが
ん等の生活習慣病対策の推
進

　新型コロナウイルス感染症
拡大に関わらず、安心して健
康診査やがん検診を受ける
ことができるよう、市医師会等
と連携し、個別健診等による
受診の機会を提供します。
　また、健康づくり事業につい
ても、県内の感染動向を見極
めながら、十分な感染防止策
を講じた上で実施し、生活習
慣病の予防や悪化防止につ
いて、様々な情報発信を実施
します。

目標を達成し
ました

　新型コロナウイルスワクチン接
種について、接種を希望する市
民が安全に安心して接種を受け
られるよう、庁内や市医師会等関
係機関と連携し、個別接種および
集団接種について体制整備を実
施することができました。
　また、国や福井県からの新型コ
ロナウイルス感染症やワクチン
接種に関する情報に基づき、継
続した予防対策の徹底および新
しい生活様式の啓発を図りまし
た。

目標を達成し
ました

　今年度は、特に妊産婦や子育
て中の方へ新型コロナウイルス
感染症に対する不安や孤立化な
どに対応するため、産後できる限
り早期の支援や迅速な情報提供
に努めました。引き続き、保護者
が安心して子どもを産み育てられ
るようアイアイ親子サポートセン
ターの機能強化に努めていきま
す。

目標達成には
いたりません

でした

　今年度は、コロナ禍を受け、過
去の目標値を見直したところでし
たが、新たにコロナワクチン接種
が始まり、健診時期と重なった点
や、感染力の強い新たな変異株
の流行により、受診控えが続き、
実施率（受診率）が伸びませんで
した。
　しかし、健診を受けず、病気を
見過ごすことは、将来の医療費
増加につながるため、継続した受
診勧奨に努めていきます。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

169
国保税率の改定に向けた
検討

1月 1月 100% A

170
国保の現状、制度改正や
医療費の適正化等に関す
る広報

6回 6回 100% A

171 国保資格の適用点検 100% 100% 100% A

172
重複頻回にかかる受診者
に対する点検

100% 100% 〇 3月31日 100% A

173
ジェネリック医薬品の使用
割合

80% 81.5% 〇 3月31日 101.9% A

健康福祉部 国保年金課 47 医療費適正化の推進

　年金履歴を参照した被保険
者の資格確認を行い、資格
適用の適正化に努めます。
　また、国保連合会データを
活用した縦覧と重複点検、介
護保険との重複給付点検の
強化および重複頻回受診者
と重複服薬者への保健指導
等を通じて、医療費の適正化
に努めます。
　さらに、ジェネリック医薬品
の安全性と差額通知による
医療費削減の周知等を通じ
て、ジェネリック医薬品使用を
推進します。

健康福祉部 国保年金課 46
税率改定に向けた検討およ
び国保制度への理解促進

　健全な国保財政運営維持
に向けて、被保険者数と年齢
構成、一人当たりの医療費、
国保基金および各種交付金
の推移等、国保を取り巻く
種々の状況を適切に把握し、
国保運営協議会で県国保運
営方針に沿った国保税率の
改定を検討・協議し、適正な
税率改正の実施に努めま
す。
　また、国保の現状、制度改
正や医療費の適正化等につ
いて、きめ細かい周知活動を
行い、安定した国保運営のた
めの適正な負担に対する被
保険者の理解を進めます。

目標を達成し
ました

　国保運営協議会で県国保運営
方針に沿った国保税率の改定を
検討・協議し、資産割を見直す来
年度改正案を作成しました。
 また、広報誌等を通じて国保制
度の周知を図りました。

目標を達成し
ました

　レセプト点検による資格点検、
年金履歴を参照した資格確認を
行い、被保険者の資格適用の適
正化を図りました。
　また、国保総合システム等の
データから重複頻回受診者や服
薬者を抽出し、保健指導へとつな
げました。
　さらに、ジェネリック使用率につ
いていは、年3回のジェネリック医
薬品差額通知により、目標値を
超える81.5％となりました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

174 企業と大学とのマッチング 2回 3回 150% A

175
創業・第2創業異分野進出
等事業数（累計）

110件 112件 101.8% A

176
企業立地交付決定件数（累
計）

21件 23件 109.5% A

177
企業向け支援施策・情報発
信（広報さばえ、ホーム
ページ、一斉メール等）

120件 115件 95.8% A

178 女性起業家数（累計） 29件 30件 103.4% A

179
経営相談員による経営相
談件数

200件 220件 〇 3月31日 110% A

180
セーフティネット保証認定
件数

50件 35件 〇 3月31日 70% C

③コロナ禍の影響を適切
に見込めたが、特段の事
由があったため。

コロナ禍における事業所の資金
需要への速やかな対応に努めた
が、前年度に多くの事業所が先
行して同制度を活用していること
から、今年度の利用は目標数に
達しなかった。

181
成長分野の国内外販路開
拓支援件数（累計）

25件 25件 100% A

182
頑張るリーダー企業応援・
新製品新技術開発等の支
援件数（累計）

62件 61件 98.4% A

183
海外の生活様式を意識した
漆器製品等の試作開発数

5個 7個 140% A

184
域外企業とのビジネスマッ
チング数（累計）

138件 170件 123.2% A

185
ＡＩ・ＩｏＴ導入、自社ブランド
創設事業採択件数

2件 2件 100% A

186
地場産業企業へのDXセミ
ナー開催件数

5回 11回 220% A

187
職人塾（短期・長期）での職
人養成人数（累計）

43人 49人 114% A

188
テレワーク等を含む多様な
働き方導入推進支援件数
（累計）

4件 4件 〇 3月31日 100% A

189
ワーク・ライフ・バランス推
進啓発

4件 5回 125% A

190
中小企業の子育て・介護応
援事業採択数（累計）

26件 31件 119.2% A

191
サテライトオフィス誘致件数
（累計）

9件 8件 88.9% B

③コロナ禍の影響を適切
に見込めたが、特段の事
由があったため。

コロナ禍で個社との具体的な接触
が困難で、事業がオンラインセミ
ナー1回に留まった。

192
将来、市内事業所で働きた
い生徒数

20% 41% 205% A

産業環境部 商工観光課 49 市内企業への経済支援

　新型コロナウィルス感染症
の感染拡大を受けて、経済停
滞の長期化が懸念される中、
本市経済の基盤であり事業
継続に奮闘している中小企
業・小規模事業者の声を踏ま
え、迅速かつ柔軟な対応策を
講じ、市内企業の資金繰り悪
化や生産活動の停滞が生じ
ない支援を行います。

産業環境部 商工観光課 48 企業の活力向上

　企業誘致に加えて、BtoB取
引等の機会創出を目的とした
ＰＲの充実や、市内企業の
ニーズを踏まえた活性化策に
取り組むことで、新たなビジネ
スチャンスの創出やネット
ワークづくりに努めます。
　また、創業支援事業計画に
基づき、民間のノウハウを活
用し地場産業の技術を活かし
た創業支援（創業・第２創業）
を行うとともに、市内企業経
営者の高齢化が進む中、関
係機関と連携し、円滑な事業
承継の支援を目指します。

産業環境部 商工観光課 51 魅力ある雇用の創出

　テレワーク等を含む多様な
働き方を推進し、職場環境の
整備を促すことで、女性の活
躍促進や従業員のモチベー
ション向上、有能な人材の継
続雇用による企業の経営向
上を図ります。
　また、都市部ＩＴ企業等のサ
テライトオフィス誘致や誘致
企業の雇用拡大を支援する
ことで、若者や女性に魅力あ
る雇用の創出を目指します。

産業環境部 商工観光課 50
「作るだけの産地」から「作っ
て売る産地」への転換

　本市が誇る眼鏡産業で培っ
たチタンの微細加工技術や、
繊維の織・編・染色技術、業
務用漆器で蓄積された成型・
塗装等の技と知見を活かし、
今後の成長が期待される医
療、ウェアラブル情報端末、
介護福祉等の分野参入を目
指す産地中核企業への支援
を通じて、新産地形成を促進
します。
　また、新製品・新技術開発
や国内外の販路開拓事業等
への支援事業等を通じて「頑
張る企業」を応援することで、
「鯖江ブランド」づくりに努める
とともに、産学官金の連携強
化および、今後の事業活動に
欠かせないDXへの理解を促
進することで、産地ものづくり
企業のレベルアップを図りま
す。
　さらに、越前漆器産地の技
術継承に向け後継者の育成
を支援します。

目標を達成し
ました

　メルマガ配信により、企業の事
業再構築や新事業創出に向けた
各支援機関の支援情報等を提供
を行うことで、新たなビジネスチャ
ンスの創出やネットワークづくり
に努めました。あわせて、継続的
なWEBアンケートの実施によるり
市内事業所の現状把握に努めま
した。
　一方で、創業塾受講者の女性
の割合が約半数を占めることか
ら、助成金制度の説明に加え、、
事業再構築・事業承継に向けた
経営相談を継続的に行いまし
た。

目標達成には
いたりません

でした

　セーフティーネットワークは、昨
年度のコロナ対策対応資金の影
響で利用者が少なかったもの
の、借入金の返済に向けた市内
企業の現状把握と金融相談およ
び、国、県、市の支援制度説明な
どをきめ細かく実施するため、経
営相談員による経営相談を継続
的に実施しました。

目標を達成し
ました

　昨年度、コロナ禍で事業中止と
していた成長産業への参入を目
指す市内中核企業支援をはじめ
とし、新製品・新技術開発、販路
開拓事業補助金について、多くの
市内企業から積極的な補預金申
請がみられました。
　また、海外の生活様式を意識し
た漆器製品については、市内女
性職人を中心とした製品試作を
行い、ギフトショーでの商品発表
に加え、多数のマスコミから多く
の取材を受けるなどの成果を得
ることができました。

目標を概ね達
成しました

　コロナ禍で多様な働き方が企業
内でも求められる中、相談会など
の広報に加え、従来の育児短時
間勤務支援事業補助金に、男性
育児休業取得促進支援助成金を
導入することにより、多様な働き
方の導入を促し、有能な人材の
継続雇用による企業の経営向上
に努めました。
　また、都市部ＩＴ企業等のサテラ
イトオフィス誘致等については、
県外との往来が制限される中、
精力的な誘致活動ができません
でした。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

193
若手商業者や意欲ある商
業者のヒアリング回数

6回 10回 〇 3月31日 166.7% A

194
商店会等が実施するＳＤＧ
ｓ普及啓発活動の支援

3事業 0事業 〇 3月31日 0% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍でイベントの開催が見送
られたことから補助金の活用が見
られなかった。

195
地域内経済を好循環させる
商業者向け支援事業の実
施

2事業 5事業 〇 3月31日 250% A

196 観光客入込数 130万人 113万人 〇 3月31日 86.9% B

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍の長期化による誘客イベ
ントの中止、延期による。

197 西山公園観光客数 50万人 56万人 〇 3月31日 112% A

198
めがねミュージアム、うるし
の里会館、石田縞手織りセ
ンター来館者数

27万人 18万人 〇 3月31日 66.7% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍の長期化による誘客イベ
ントの中止、延期および県外来訪
者の制限などにより積極的誘客
ができなかった。

199
観光専用サイト「さばかん｣
閲覧ページ数

100万件 122万人 〇 3月31日 122% A

200
少人数修学旅行や教育旅
行の受入件数

2件 3件 〇 3月31日 150% A

201
デジタル観光素材集の作
成

3月 3月 〇 3月31日 100% A

202 「いちほまれ」作付け面積 55ha 59ha 5月中旬 107.3% A

203
次年度のさばえ菜花米作
付け面積

27ha 19.7ha 〇 4月上旬 73% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍による米価の下落傾向
で生産費用の嵩む特別栽培米の
生産が敬遠されたため。また、環
境保全型農業超苦節支払交付金
の交付単価も減額された。(8,000
⇒6,000)

204
おいしいさばえ米生産者へ
の情報提供等の支援回数

7回 8回 114.3% A

205 特別栽培米の作付け面積 40ha 58.87ha 147.2% A

206
鯖江市農業・林業・農村ビ
ジョン改定

3月 3月 〇 3月31日 100% A

207
福井県・JA福井県との情報
共有回数（打合せ会の開
催）

6回 6回 100% A

4月、6月、8
月、10月、12
月、3月指導連
絡会

208 大麦の播種面積 260ha 267ha 102.7% A

209
転作作物における作付け
面積（大豆・そば）

205ha 205ha 100% A

210
非主食用米の作付け面積
（加工用米・飼料用米・米粉
用米等）

240ha 285ha 118.8% A

211
スマート農業への取組の啓
発回数

2回 3回 150% A

産業環境部 商工観光課 53
地域資源を活かす観光の推
進

　ものづくり産業と観光を一体
化した通年型産業観光の構
築や、４年目となる丹南地域
周遊・滞在型観光推進事業
において、丹南エリアの地域
資源を活かした体験商品の
造成と販売を行うほか、地域
の観光素材集を作成します。
　また、少人数での修学旅行
や教育旅行の受入態勢の整
備に取り組みます。

産業環境部 商工観光課 52 中心市街地の活性化

　「持続可能なめがねのまち
さばえ」を推進するため、若手
商業者や意欲ある商業者と
協議を行い、商店会等が行う
賑わいづくりを支援します。
　また、個性と魅力ある店舗
のネットワーク化を側面支援
し、地域交流や消費の拡大を
図ることで、地域内経済の好
循環を目指します。

産業環境部 農林政策課 54
ブランド米等の生産体制の確
立および加工米、飼料米、転
作作物の生産拡大

　福井県の新品種「いちほま
れ」およびブランド化を目指し
ている「さばえ菜花米」の栽培
面積の更なる拡大と外観品
質および食味値の向上に取
り組み、農薬や化学肥料の使
用を減らした特別栽培米やエ
コファーマーを推進します。
　また、鯖江市農業・林業・農
村ビジョンを改定し、国の新
たな農業・農村政策に迅速に
対応しながら、福井県やJA福
井県と情報を共有し、主食用
米ではなく、加工用米、飼料
用米など非主食用米等の需
要のある農作物や転作作物
への支援を推進します。
　さらに、省力・低コスト化を
進めるスマート農業の啓発に
努めます。

目標を概ね達
成しました

　コロナ禍により、商店街を中心
とした中心市街地の活性化に資
する事業の実施ができなかった
ものの、商店街でのヒアリングや
若手商業者との意見交換の中、
商店街の現状把握に努めた結
果、商店街と連携した消費喚起
策が実施できました。

目標を概ね達
成しました

　コロナ禍により、県外客の誘客
イベント等の中止や延期が強い
られる中、ものづくり産業と観光
を一体化した通年型産業観光の
構築や、4年目となる丹南地域周
遊・滞在型観光推進事業におい
て、丹南エリアの地域資源を活か
した体験商品の造成と販売を行
うほか、地域の観光素材集の作
成に努めました。
　また、少人数での修学旅行や
教育旅行の受入についても、オ
ンラインを活用するなど、次年度
に繋がる取組みの実施に努めま
した。

目標を概ね達
成しました

　コロナ禍の影響に伴うインバウ
ンドの減少や外食産業の低迷に
より、米の需要が大きく減少し、
米価が下落する中にあって、しっ
かりとした生産調整を行い、需要
のある転作作物の生産に移行
し、国の施策を大いに活用しなが
ら、福井県やJA福井県と協働で
実施し生産調整率37.5%を達成
し、生産者の所得を確保しまし
た。
　また、スマート農業については、
全国的にも始まったばかりで、初
期投資が掛かるため、農機具研
修会等を通じて真に省力・低コス
ト化となるスマート機器の導入啓
発を行いました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

212
園芸ハウスの設置・再生棟
数

10棟 15棟 〇 3月31日 150% A

213

ミディトマト、マルセイユメロ
ン、ブロッコリー、吉川ナ
ス、さばえ菜花などの軟弱
野菜（葉物野菜）の出荷額

2,000万円 2,400万円 〇 3月31日 120% A

214
さばえ野菜のブランド化に
向けた情報発信回数

10回 27回 〇 3月31日 270% A

215
SNS等を活用した情報発信
回数

50回 120回 〇 3月31日 240% A

216
元気さばえ食育推進プラン
改定

3月 3月 〇 3月31日 100% A

217
新規就農者数（R2年度末
19人→21人

2人 2人 〇 3月31日 100% A

218
新たな農業生産法人化に
向けた説明集落数

1集落 4集落 〇 3月31日 400% A

下新庄営農組
合、定次グ
リーン、西鳥
羽集落営農組
合、新出生産
組合

219 農用地利用権設定率 43.7% 44.24% 〇 3月25日 101.2% A

220
農地中間管理機構を介した
農地集積面積

463ha 448ha 〇 3月31日 96.8% A

221
鳥獣被害対策に関する広
域連絡会と情報交換会の
開催

15回 23回 〇 3月31日 113.3% A

222
鳥獣被害対策リーダー育
成講座「さばえのけものア
カデミー」参加者

70人 82人 〇 3月31日 117.1% A

223
アライグマ捕獲従事者登録
者数（R2年度末54人→56
人）

58人 61人 〇 3月31日 105.2% A

224
イノシシ等の侵入を防ぐ電
気柵の新設/更新設置支援
距離

2,500m 3,740m 〇 3月25日 149.6% A

225
鯖江のけもの探偵団など市
民への情報発信回数

120回 123回 〇 3月31日 102.5% A

226
第三次人と生きものふるさ
とづくりマスタープラン策定

3月 3月 〇 3月31日 100% A

産業環境部 農林政策課 56
農業後継者育成と不作付け
農地の解消

　農業経営の効率化、法人化
に向けた取組などに対する支
援や就農情報、農地情報の
提供を通じて、多様な農業の
担い手を育成・確保します。
　また、農地中間管理機構を
活用した農地の集積・集約化
により、経営規模の拡大およ
びコスト低減を図る就農営農
組織や担い手を支援します。

産業環境部 農林政策課 55
さばえ野菜の産地育成・ブラ
ンド化の推進

　さばえ野菜の計画的で安定
的な栽培と出荷流通体制を
確立した産地づくりを目指し
ます。
　また、収益性の高い作物の
生産振興、園芸農家の育成・
確保および特産農産物のブ
ランド化へ向けた支援を行い
ます。
　さらに、元気さばえ食育プラ
ンを改定し、コロナ禍の現状
を踏まえ手法を考えながら食
育を推進します。

産業環境部 農林政策課 57 鳥獣被害対策の強化

　被害対策の啓発、取組情報
の発信、地域リーダー育成、
生息調査等のソフト対策と、
山際に整備されている緩衝
帯、電気柵の維持補修、捕獲
による適正な個体数管理等
のハード対策の両輪により、
地域住民の安全・安心の確
保、山際農地の保全および
農産物の被害防止に努める
とともに、第三次人と生きもの
のふるさとづくりマスタープラ
ンを策定し、コロナ禍の現状
を踏まえ手法を考えながら推
進します。

目標を達成し
ました

　吉川ナスについては、全国地産
地消等優良活動表彰において農
林水産大臣賞を受賞するなど生
産量・知名度ともに着実に向上し
ています。また、ブロッコリーにつ
いては、秋取が好調で年間を通
じた出荷量、生産額は増大しまし
た。また、川島ごぼうについて
は、地元市民団体による良質ご
ぼうの生産活動と販路拡大を支
援しました。さらに、さばえ菜花に
ついては、生産に取り組む農家
が少ないもののしっかりとした販
路が確保できました。
　なお、「さばえ野菜」全般におい
て、コロナ禍の影響で野菜農家
の生産意欲が減退しないよう、A
コープや道の駅の直売所で扱わ
れた特産園芸作物についても、
秀品の生産に対して出荷助成を
行ったり、農作物の共進会、品評
会の開催を支援しました。
　また、元気さばえ食育プランを
改定し、コロナ禍の現状を踏まえ
ICT教育やオンライン講座の活用
など手法を考えながら食育を推
進しました。

目標を達成し
ました

　農業経営の効率化や法人化に
向けた取組みなどに対する支援
や、就農や農地に関する情報提
供を行ったほか、新たに「農業法
人次世代育成支援事業」を創設
するとともに、国の「経営継承・発
展支援事業」に取り組み、農業の
担い手の育成・確保および若い
世代への経営の継承に努めまし
た。
　また、農地中間管理機構を活
用した農地の集積・集約化によ
り、経営規模の拡大およびコスト
低減を図る集落営農組織や担い
手を支援しました。

目標を達成し
ました

　「第二次人と生きもののふるさと
づくりマスタープラン」に基づき、
「けものアカデミー」等の講座や
研修を通じて地域の鳥獣害対策
リーダーを育成し、リーダーが地
元の人とともに活動を展開する
中で、市民主役で取り組む地域ぐ
るみの鳥獣被害対策を推進しま
した。特に、「けものアカデミー」に
ついては、コロナ禍の下、開催回
数は減りましたが、リモートでの
参加者を募り、参加しやすい環境
を整えました。
　また、近隣市町と広域連携し、
計画的で効果的な捕獲を含む被
害防止対策が取れるよう、その
取組みを調整・実施し、将来にわ
たって山際集落の農作物の被害
防止や、地域住民の安全・安心
を確保できるよう努めました。
　さらに、令和4年度に向け、現マ
スタープランの改定に取り組みま
した。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

227
1人1日当たりの燃やすごみ
排出量

515g 502g 〇 3月31日 100% A

228

可燃ごみの中の容器包装
以外の製品プラスチック類
と紙類の資源物としての分
別回収の啓発

12月 12月 100% A

229
出前講座　ごみの分別・出
し方講座の開催

20回 27回 〇 3月31日 135% A

230
生ごみたい肥化事業等の
普及講座の実施

20回 32回 〇 3月31日 160% A

231
生ごみ分解処理容器モニ
ター参加者

50名 104名 〇 3月31日 208% A

232
ごみの減量化に向けたスケ
ジュール策定

3月 3月 〇 3月31日 100% A

233
河川清掃ボランティア活動
の参加者数

8,500人 8,500人 100% A

234
まち美化活動支援申請件
数

5件 1件 〇 3月31日 20% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ渦により、活動できる団体
が少なく、自然環境の保全が十分
にできませんでした。

235
外来植物の防除活動の取
組箇所

3箇所 1箇所 〇 3月31日 33.3% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ渦により、活動できる団体
が少なく、自然環境の保全が十分
にできませんでした。

236 環境講座等参加者数 5,000人 6,753人 〇 3月31日 135.1% A

237
こどもエコクラブ取組学校
数

12校 12校 100% A

238
どんぐりからの森づくり事業
参加小学校数

12校 12校 100% A

239 市民リユース活動の実施 1回 1回 100% A

240
落語・講演会・展示等によ
るCOOLCHOICEの啓発

3回 5回 166.7% A

241 ゼロカーボンシティの宣言 6月 5月 100% A

242 環境基本計画の策定 3月 3月 〇 3月31日 100% A

産業環境部 環境政策課 59
人といきものが共生できる環
境づくり

　きれいで、魅力的なまちづく
りを目指して、市民協働での
河川一斉清掃等、まち美化活
動を展開し、更なる美化意識
の向上と市民参加の促進に
努めます。
　また、生物多様性の保全に
配慮しつつ、地域の特性や環
境資源の特徴を活かした自
然環境の保全のため、地域
住民や団体と市が協力して、
自然保護活動を展開すること
で、人と生きものが共生でき
る環境づくりに取り組みます。

産業環境部 環境政策課 58
家庭ごみの減量化・資源化と
適正処理

　市民１人１日当たりのごみ
排出量の目標達成と資源化
率の向上を目指し、一般廃棄
物処理計画（ごみ処理基本計
画）に基づき、家庭ごみの分
別徹底や生ごみの減量化の
啓発、また、可燃ごみに含ま
れる資源物の分別回収を行
うことで、資源化を促進し、更
なるごみの減量化・資源化と
適正処理に取り組みます。特
に、新たに法整備された食品
ロスの削減や、生ごみ分解処
理容器普及を目的としたモニ
ター事業に積極的に取り組
み、生ごみの減量化を推進し
ます。

産業環境部 環境政策課 60

2050年二酸化炭素排出実質
ゼロに向けた取組の推進お
よび自らが環境に配慮して行
動する「環境市民」の育成

　環境教育支援センターを拠
点として、地球温暖化防止や
資源循環などの多種多様な
環境講座をはじめ、どんぐり
からの森づくりや自然体験活
動などの事業や、市民、市民
団体、市の連携による環境イ
ベントなどを展開し、次世代を
中心とした、自らが環境に配
慮して行動する「環境市民」
の育成に努めます。
　また、ＩＣＴやＳＮＳを活用し
て、情報化時代に対応した市
民参加型のリユース活動を
推進します。
　さらに、本年度は、環環境
基本計画を策定する年となっ
ており、ゼロカーボンシティの
考え方を盛り込み、計画を立
てます。

目標を達成し
ました

　市民1人1日当たりのごみ排出
量の目標達成と資源化率の向上
を目指し、一般廃棄物処理計画
（ごみ処理基本計画）に基づき、
家庭ごみの分別徹底や生ごみの
減量化の啓発、また、可燃ごみに
含まれる資源物の分別回収を行
うことで、資源化を促進し、更なる
ごみの減量化・資源化と適正処
理に取り組みました。特に、燃や
すごみ袋への記名をお願いする
ため、町内説明会を開き、市民へ
の丁寧な説明を行いました。
　また、生ごみ分解処理容器のモ
ニター事業に積極的に取り組み、
生ごみの減量化を推進しました。

目標達成には
いたりません

でした

　河川一斉清掃の実施により、ま
ち美化活動を展開し、更なる美化
意識の向上と市民参加の促進に
努めることができました。
　また、コロナ渦により、活動でき
る団体が少なく、生物多様性の
保全に配慮しつつ、地域の特性
や環境資源の特徴を活かした自
然環境の保全が十分にできませ
んでした。

目標を達成し
ました

　環境教育支援センターを拠点と
して、地球温暖化防止や資源循
環などの多種多様な環境講座を
はじめ、どんぐりからの森づくりや
自然体験活動などの事業を行う
とともに、環境イベントなどを展開
し、小学生を対象とした、自らが
環境に配慮して行動するSDGsの
考えを含めた「環境市民」の育成
に努めました。
　また、オンラインでの説明会を
開きリユース活動を推進しまし
た。
　さらに、ゼロカーボンシティを宣
言し、環環境基本計画を策定し、
ゼロカーボンシティの考え方を盛
り込み、計画を立てました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

243 通学路の安全対策 5箇所 7箇所 140% A

長泉寺山TN線
北中小北1号線
杉本15号線
鯖江河和田線
若葉西和台線
水落東20号線
石田和田橋線

244
鯖江駅北線の道路改良（歩
道段差解消、消雪整備）

150ｍ 159ｍ 106% A

245
橋梁長寿命化事業（6m以
上の修繕工事の実施）

2橋 2橋 100% A
出口橋
水落6号橋

246 消雪施設整備（消雪・流雪） 500ｍ 561ｍ 112.2% A
北鯖江線
吉江団地4号線
鯖江駅北線

247 消雪水源施設点検整備 4箇所 4箇所 100% A

有定鳥羽線
石田幹線2号線
橋立水落線
旭町5号線

248 除雪機械の増強・更新 5台 5台 100% A
乗用ロータリ 2台
手押ロータリ 1台
除雪ドーザ 2台

249
里親制度を活用した市民協
働による活動

19件 21件 〇 3月下旬 100.5% A
今年度活動計画
提出自治会数22
件

250
河和田川改修に向けた地
元協議

3回 6回 200% A

251
河川の適正な維持管理（浚
渫、伐木）

3河川 8河川 〇 3月下旬 266.7% A

浅水川・鞍谷川・
黒津川・河和田
川・天神川・穴田
川・神通川・文殊
川

252

土砂災害防止施設の整備
（小谷川、上谷川、毘沙川、
上山川、広野地区、稲葉地
区）

6箇所 6箇所 100% A

小谷川、上谷
川、毘沙川、上
山川、広野地
区、稲葉地区

253
雨水幹線・支線排水路の整
備延長（R2年度末 整備率
45.7%→45.9%）

620m
（45.9%）

701m
（45.9%）

〇 3月下旬 113.1% A

御幸神中一号
雨水幹線・水
落舟津雨水幹
線・糺雨水支
線

254
論手川拡幅工事の推進（整
備全体延長 L=1,620m）

50ｍ 214m 〇 3月下旬 428% A

255 田んぼダム整備面積 100ha 101ha 〇 3月下旬 101% A
持明寺・下河
端・乙坂今北・
松成・石田下

256 農業用排水路、農道整備 12路線 13路線 〇 3月下旬 108.3% A
舟枝、鳥井、
上戸口ほか

257
林道整備（排水改良、路面
改良）

4路線 4路線 〇 3月下旬 100% A
巳ノ松線、沢
線、尾花2号
線、尾花線

258 森林景観の再生 4地区 4地区 100% A
石生谷、乙坂
今北、出口木
引、大谷

259 管理放置林の解消 1地区 2地区 〇 3月下旬 200% A 西番、別所

260 沿線集落との調整会議 5回 6回 120% A
下新庄町　2回
橋立町　 　1回
中野町原　3回

261
広報誌やHP等での市民へ
の情報提供

3回 3回 〇 3月下旬 100% A
ﾄﾞﾛｰﾝ空撮2回
工事進捗HP
掲載1回

都市整備部 土木課 61
安全・安心で快適な道路環境
の整備と大雪に備えた機能
強化

　安全・安心な道路環境を確
保するため、通学路の交通安
全対策や長寿命化修繕計画
に基づく道路施設の適正な維
持管理に努め、快適な道路
環境の整備を実施します。
　また、冬期の安全な交通を
確保するため、除雪機械の増
強や消雪施設の整備および
維持管理を実施し、大雪に備
えた対策に努めます。
　さらに、道路・河川の清掃に
取り組む里親制度を普及・啓
発し、市民とともにまち美化に
努めます。

都市整備部 土木課 64 北陸新幹線の着実な推進

　北陸新幹線敦賀開業に向
け、鉄道・運輸機構、福井県、
施工業者と連携し、引き続き
支援計画に基づく地域振興
策の対応、道・水路等の機能
回復工事を着実に進めます。
　また、新幹線整備工事によ
る生活環境への影響につい
て、沿線住民の安全・安心の
確保に努めます。

都市整備部 土木課 63
効率的かつ安定的な農林業
の経営基盤の強化

　農業の経営基盤の強化を
図るため、維持管理費の軽減
および生産効率の向上に向
け、老朽化した農業用施設の
整備を計画的に実施します。
　また、林業の経営基盤の強
化を図るため、効率的な林業
経営に資する林道の適正な
維持管理を実施します。
　さらに、森林の有する多面
的機能を維持発揮するため、
管理放置林の解消に向け、
枝打ちや間伐などの森林整
備を実施します。

都市整備部 土木課 62
水害や土砂災害に強い強靭
なまちづくりの推進

　水害から市民の命とくらしを
守るため、福井県と連携し治
水対策（河和田川の改修な
ど）や土砂災害防止対策に取
り組みます。
　また、まちなかの浸水対策
を図るため、雨水幹線の整備
を実施します。
　さらに、河川の負担軽減を
図るため、田んぼダムの整備
区域の拡大に取り組みます。

目標を達成し
ました

　安全・安心な道路環境を確保す
るため、通学路の交通安全対策
や長寿命化修繕計画に基づく道
路施設の適正な維持管理および
快適な道路環境整備を実施しま
した。
　また、冬期の安全な交通を確保
するため、大雪に備え、除雪機械
の増強や消雪施設の整備および
維持管理を実施しました。
　さらに、道路・河川の清掃に取
り組む里親制度を普及・啓発し、
市民協働によるまち美化活動に
取り組みました。

目標を達成し
ました

　水害から市民の命とくらしを守
るため、福井県と連携し河和田川
の改修に向けた地元調整を進め
たほか、河川の浚渫などの治水
対策や土砂災害防止対策に取り
組みました。
　また、まちなかの浸水対策を図
るため、雨水幹線（御幸神中一
号、水落舟津等）の整備を行いま
した。
　さらに、河川の負担軽減を図る
ため、持明寺、下河端等におい
て、田んぼダムを整備しました。

目標を達成し
ました

　農業の経営基盤の強化を図る
ため、維持管理費の軽減および
生産効率の向上に向け、老朽化
した農業用施設の整備を実施し
ました。
　また、林業の経営基盤の強化
を図るため、効率的な林業経営
に資する林道の適正な維持管理
を実施しました。
　さらに、森林の有する多面的機
能を維持発揮するため、管理放
置林の解消に向け、間伐などの
森林整備を実施しました。

目標を達成し
ました

　北陸新幹線敦賀開業に向け、
鉄道・運輸機構、福井県、施工業
者と連携し、支援計画に基づく地
域振興策の対応、また、新幹線
工事により影響を受けた道路や
水路等の機能回復工事を進め、
沿線住民の安全・安心の確保に
努めました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

262
開発事業者等に対し立地
適正化計画の説明

3回 4回 133.3% A

5/10ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆ
ﾝｸﾞ
8/27ツール
ピット
12/16積水ﾊｳ
ｽ
2/18サンサン
開発

263
立地適正化計画居住誘導
区域内の人口率

56.2% 56.2% 〇 4月10日頃 100% A

R4.2.1人口より
算出
38,995/69,397
=0.56191
令和4年4月1
日人口より、
最終実績が確
定

264
仮称「西山公園・鯖江ＩＣ連
絡道路」の整備に向けた関
係機関協議

3回 7回 233.3% A

4.27、6.22、
6.24、7.12、
8.3、9.15、
10.18

265 市営駐車場の機器更新 3箇所 3箇所 100% A

北鯖江第1・第
2・第3駐車場
5月発注、8/31
完了、9/15検
査済

266
市営駐車場・駐輪場の昼夜
間パトロール

24回 24回 〇 3月31日 100% A

昼：
4/30,5/28,6/2
9,7/27,8/27,9/
28,10/27,11/2
9,12/24,1/31
夜：
4/16,5/21,6/1
7,7/16,8/19,9/
16,10/22,11/1
8,12/16,1/18

267 市民アンケート実施数 1,000人 1,412人 141.2% A
6/1～8/31ア
ンケート調査
実施

268 西山公園観光客数 50万人 62万人 〇 4月上旬 124% A

(53.3＋9.3)万
人
1月までの実
績+昨年の2、3
月

269
道の駅「西山公園」来館者
数

30万人 30万人 〇 4月上旬 100% A

(25.3＋5.5)万
人
1月までの実
績+昨年の2、3
月

270 西山動物園来園者数 15万人 12万人 〇 4月上旬 80% B

(9.5＋3.1)万人
1月までの実
績+昨年の2、3
月

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

緊急事態宣言中4/24～5/23、
8/10～9/13を休園としたため

271 西山公園内の施設改修数 5箇所 5箇所 〇 3月下旬 100% A

レッサーパン
ダ舎屋外遊具
の改修は3月
下旬に完了予
定

272 公園里親の登録数 95団体 96団体 101.1% A 2団体追加

273 公園整備市民協働事業数 16箇所 16箇所 〇 3月下旬 100% A
(15＋1)箇所
1箇所につい
ては3月予定

都市整備部 都市計画課 65
都市施設の利便性を向上し
魅力あふれるまちの創造

　魅力あるまちの創造に向
け、民間開発事業者への立
地適正化計画の説明や指導
徹底に努めコンパクトシティを
推進します。
　また、北陸新幹線や国道
417号冠山トンネルなど広域
交通網の開通を見据え、まち
なかへ誘導する道路整備の
検討を進めます。
　さらに、駅前広場や駐車場・
駐輪場など都市施設の安全・
安心の確保や利便性向上に
取り組みます。

都市整備部 都市計画課 66
西山公園の魅力向上と快適
で安全な公園づくりの推進

　西山公園の魅力向上を図る
ため、アンケート調査等を実
施し市民の意見を踏まえた公
園の施設計画を検討します。
　また、道の駅や動物園と連
携をしながら、来園者の増加
を図ります。
　さらに、公園が市民の憩い
の場になるよう、老朽化施設
の改修や景観修景を行い、
快適で安全な公園づくりに努
めます。

目標を達成し
ました

　コンパクトシティの実現に向け、
開発事業者に立地適正化計画の
説明を行い理解を求め、区域外
での開発を抑制しました。
　また、まちなかへ誘導する道路
となる仮称「西山公園・鯖江ＩＣ連
絡道路」の整備について、福井県
と協議し事業化に向けた課題整
理を行うなど検討を進めました。
　さらに、市営駐車場の機器更新
や定期パトロールを実施し、利用
者が安全安心に利用できるよう
施設管理に努めました。

目標を概ね達
成しました

　　西山公園の魅力向上を図るた
め、市民や公園利用者に対して
アンケート調査を実施し、市民か
ら多くの意見を頂き、これを踏ま
えた整備計画を検討しました。
　また、西山公園や西山動物園、
道の駅が連携し、より多くの方に
訪れていただけるよう、イベント
の開催等を実施し来訪者の増加
に努めましたが、動物園について
は、コロナ禍の影響による休園に
より来園者が減少しました。
　公園施設の老朽化施設の改修
や市民協働による環境整備によ
り、快適で安全な憩いの場になる
よう努めました。
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連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
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最終ランク 備考
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基本方針
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基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

274 耐震管路の整備
900m
44.1%

541m
43.6%

60.1% C

④コロナ禍の影響はない
が、特段の事由があった
ため。

全国的な水道管材料の不足によ
り、工事工程に遅延が生じてお
り、5月中頃の完成予定となる。

275
上水道管理センターポンプ
設備更新　1基

3月 未完了 0% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

新型コロナウイルス感染拡大の
ため世界的な半導体不足により、
工事工程に遅延が生じたため、ポ
ンプ本体の設置は完了したが、操
作盤製作は10月中頃の完成予定
となる。

276
水道事業運営の課題と対
応策の検討

3月 3月 100% A

277
環境衛生センター電気設備
更新

2箇所 2箇所 100% A

278
公共下水道の接続率向上
および新規接続者の増加

94.1%
新規接続20

件

94.1%
新規接続19

件
〇 4月30日 95% A

279
農業集落排水の接続率向
上および新規接続者の増
加

92.5%
新規接続10

件

92.5%
新規接続14

件
〇 4月30日 140% A

280
未接続宅に対する接続依
頼件数

50戸 54戸 108% A

281
不明水家屋調査の実施戸
数

100戸 108戸 108% A

都市整備部 上下水道課 68
安全で安定した下水道サービ
スの提供

　将来にわたり安定した下水
道サービスを提供するため、
今後下水道施設が老朽化し
ていく中、昨年度に策定した
ストックマネジメント計画に基
づき施設の点検・調査および
修繕・改築等を実施し、適正
な施設の維持管理に努めま
す。
　また、今後人口減少に伴い
使用料の増収が見込めない
ことから、料金収入の確保に
向け、下水道区域内の未接
続者を戸別訪問するなど接
続率の向上に努め、事業運
営の健全化に取り組みます。

都市整備部 上下水道課 67 安全でおいしい水の安定供
給

　安全でおいしい水を安定供
給するため、老朽化に伴う施
設の修繕・更新や、地震によ
る被害を最小限に抑え早期
給水が可能となるよう水道管
の耐震化を計画的に実施し
ます。
　また、少子・高齢化や人口
減少により水道料金の減収
が見込まれるなど、経営環境
の変化に適切に対応し、料金
収入の確保や施設の長寿命
化、業務の効率化等の事業
運営に関する課題とその対
応を取りまとめ、水道事業運
営の健全化に向け取り組み
ます。

目標達成には
いたりません

でした

　安全でおいしい水を安定供給
するため、老朽化に伴う施設の
修繕・更新や、地震による被害を
最小限に抑え早期給水が可能と
なるよう、水道管の耐震化を実施
しましたが、一部、全国的な資材
不足により、工事が遅れ年度内
の完成が困難となりました。
　また、水道事業運営の健全化
に向け、少子・高齢化や人口減
少による水道料金収入の確保や
施設の長寿命化、業務の効率化
等の事業運営に関する課題を整
理し、その対応案を取りまとめま
した。

目標を達成し
ました

　将来にわたり安定した下水道
サービスを提供するため、ストッ
クマネジメント計画に基づき環境
衛生センター等の施設の点検・
調査および更新等を実施し、適
正な施設の維持管理に努めまし
た。
　また、下水道事業の健全経営
のため、料金収入の確保に向
け、下水道区域内の未接続者を
戸別訪問するなど接続率の向上
に努めました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

282 教育大綱の改定 3月 3月 〇 3月下旬 100% A

283 総合教育会議の開催 2回 2回 100% A

284
小中学校の照明器具を
LED化するための現状調査
の実施

12月 1月 100% B

⑤その他（上記以外の理
由）

12月作成後、1月に修正を加えた
ため

285
小中学校の外壁全面調査
計画の作成

12月 12月 100% A

286

ものづくりや歴史文化など
ふるさと理解のためのゲス
トティーチャーによる講演
会・体験活動の実施

全小中学校
での各校2回
以上実施率

100％

全小中学校で
の各校2回以

上実施率
86.7％

〇 3月下旬 86.7% B

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍の影響で学校休業が相
次ぎ、講師を招くことができなかっ
た。

287
眼鏡、繊維、漆器の製作体
験の実施

全小学校で
の実施率

100％

全小学校での
実施率100％

100% A

288
眼鏡のデザイン実習の実
施

全中学校で
の実施率

100％

全中学校での
実施率100％

100% A

289
地域でのふるさと学習事業
の開催（地区公民館）

16回 29回 〇 3月下旬 181.3% A

290
ものづくりに関わる企業・事
業所へのバーチャル見学
会の実施

全中学校で
の実施率

100％

全中学校での
実施率100％

100% A

291 起業セミナーの実施
全中学校で
の実施率

100％

全中学校での
実施率100％

100% A

292 市独自の確認テストの実施
全小学校で
の実施率

100％

全小学校での
実施率100％

100% A

293
ICT機器を活用した公開授
業の実施

全小中学校
での各校2回
以上実施率

100％

全小中学校で
の各校2回以

上実施率
100％

100% A

294 新聞を活用した授業の実施
全小中学校
での実施率

100％

全小中学校で
の実施率

100％
〇 3月下旬 100% A

295
地域の人材・資源を活用し
たプログラミング基礎実習
の実施

全小中学校
での実施率

100％

全小中学校で
の実施率

86.7％
〇 3月下旬 86.7% B

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍の影響で学校休業が相
次ぎ、実習を行うことができなかっ
た。

296 教職員のICT研修の実施
全小中学校
での実施率

100％

全小中学校で
の実施率

100％
100% A

297
外国人講師による授業の
実施

小学3･4年生
18回　小学5･
6年生 35回

小学3-4年生
16回、小学5・
6年生　31回

〇 3月下旬 88.7% B

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍の影響で学校休業が相
次ぎ、授業を行うことができなかっ
た。

298
学校が楽しいと思う児童・
生徒の割合

小学6年生
91.0％　中学
3年生 87.0％

小学6年生
90.7％　中学3
年生 86.7％

99.7% A

299
SDGsに関する講演会の開
催

全中学校各1
回

全中学校各1
回

100% A

教育委員会 学校教育課 71
ものづくりを核としたふるさと
教育（学習）の推進

　ものづくり体験等を通して地
場産業の魅力を理解し、ふる
さとに愛着や誇りを持ち、地
元の発展に貢献できる人材を
育成します。そのために、ゲ
ストティーチャーによる講演
会を開催するとともに、小学
校では地場産業製造体験や
施設見学、中学校ではものづ
くりに関わる企業・事業所へ
のバーチャル見学会やデザ
イン実習などにも取り組みま
す。

教育委員会 教育政策課 70
安全・安心な学校施設整備の
充実

　学校施設の安全で安心な
環境の確保を最優先に計画
的に施設の点検・修繕等を行
います。
　また、児童・生徒が意欲的
に学び、生活することができ
る快適な学習環境に必要な
整備を行います。

教育委員会 教育政策課 69 教育大綱の改訂

　社会状況や教育を取り巻く
課題等が変化している中、現
行の教育大綱をベースに、こ
れまでの本市の取組や、国
や福井県の計画の内容等を
踏まえながら、新しい時代に
対応し、より充実した教育行
政を推進していくため、市長と
教育委員会による総合教育
会議での意見交換を経て、教
育大綱の内容を見直します。

教育委員会 学校教育課 72
基礎学力の定着・新学習指
導要領実施に向けた環境整
備

　基礎学力の定着のために、
児童の学習到達度を適切に
把握し、課題克服のための指
導の工夫・改善を行うととも
に、新学習指導要領に基づき
ＩＣＴ機器や新聞を積極的に活
用した授業を推進し、一層の
学力向上を目指します。
　また、小学校での英語科・
外国語活動では、国際理解を
進めるために、外国人講師の
英会話による授業を通して、
国際人として成長する基礎を
養い、外国語に対する感覚を
磨く学習を支援します。
　さらに、小中学校の授業や
クラブ活動・部活動でプログ
ラミング教育を実施するととも
に、中学校社会科でＳＤＧｓ
（持続可能な開発目標）を理
解する学習を取り入れます。

目標を達成し
ました

　令和4年度から令和8年度まで
を計画期間とする「第2期教育の
振興に関する施策の大綱」を、今
年度開催した総合教育会議にお
いて協議し策定しました。

目標を概ね達
成しました

　今後の小中学校施設の改修計
画として、予定している照明器具
のＬＥＤ化および外壁改修の計画
を立てました。

目標を概ね達
成しました

　学校でゲストティーチャーによ
る講演会（農業体験や生け花等）
を開催しました。また、小学校で
は地場産業製作体験や施設見
学、中学校ではものづくりに関わ
る企業・事業所へのバーチャル
見学会や眼鏡デザイン実習等に
も取り組みました。しかし、コロナ
禍の影響で臨時休業や学級・学
年閉鎖になり、講演会を開催する
ことができなかった学校もありま
した。

目標を概ね達
成しました

　基礎学力の定着のために、児
童の学習到達度を適切に把握
し、課題克服のための指導の工
夫・改善を行うとともに、新学習
指導要領に基づきＩＣＴ機器や新
聞を積極的に活用した授業を行
いました。
　また、小学校での英語科・外国
語活動では、国際理解を進める
ために、外国人講師の英会話に
よる授業を通して、国際人として
成長する基礎を養い、外国語に
対する感覚を磨く学習しました。
しかし、コロナ禍の影響で臨時休
業や学級・学年閉鎖になり、授業
を十分に行うことができませんで
した。
　さらに、中学校社会科でＳＤＧｓ
（持続可能な開発目標）を理解す
る学習を行うとともに、小中学校
の授業やクラブ活動・部活動でプ
ログラミング教育を行いました
が、コロナ禍の影響で臨時休業
や学級・学年閉鎖になり、実習を
十分に行うことができませんでし
た。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

300 体育実技講師の派遣
全小中学校
での実施率

100％

全小中学校で
の実施率

100％
100% A

301
目の健康（眼育）に関する
DVDを活用したビジョント
レーニングの実施

全小中学校
での実施率

100％

全小中学校で
の実施率

100％
〇 3月下旬 100% A

302 防災教育授業の実施
全小中学校
での実施率

100％

全小中学校で
の実施率

100％
〇 3月下旬 100% A

303 朝食摂取率 100% 99.5% 99.5% A

304

鯖江和膳の日・ミニ地場産
デー・アイアンの日（鉄分強
化メニュー）・歯っピーの日
（かみごたえのあるカルシ
ウム強化メニュー）の実施

全小学校各
10回

全小学校各
10回

〇 3月下旬 100% A

305
経済的困窮家庭の子ども
への支援についての連絡
会議の開催

2回 4回 〇 3月下旬 200% A

306
市民プール検討委員会の
開催数

2回 3回 〇 3月下旬 150% A

307
ことぶき体育館天井改修工
事

12月 6月 100% A

308
北中山体育館天井改修工
事

12月 8月 100% A

309
ユーカルさばえ空調改修工
事

3月 3月 〇 3月下旬 100% A

310
スポーツ交流館空調改修
工事

12月 6月 100% A

311
総合型地域スポーツクラブ
会員数

2,000人 1,982人 〇 3月下旬 99.1% A

312
小学生のスポーツ少年団
および総合型地域スポーツ
クラブの加入率

35% 30.5% 〇 3月下旬 87.1% B

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

R4.1月以降、コロナ禍によりス
ポーツ少年団の活動が自粛され
たことにより、メンバー加入促進で
きなかった。

313
スポーツ教室、出前講座の
開催

80回
1,300人

196回
2,519人

〇 3月下旬
245%

193.8%
A

314 スポーツ施設の利用者数 21万人 231,743人 〇 3月下旬 110.4% A

315
スポーツ交流イベントの開
催

10回
5,000人

2回
819人

20%
16.4%

C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

つつじマラソンやスポーツ協会に
委託している交付金事業につい
て、コロナ禍の影響受け中止とし
たことで目標に達成できなかっ
た。

316
スポーツリーダーバンク登
録指導者数

50人 47人 〇 3月下旬 94% B
①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍により、スポーツ環境に
ないと判断され、登録者増につな
がらなかった。

317
公民館連絡協議会等への
参加回数

12回 22回 183.3% A

318
地域課題の解決に向けた
取組事例の発信回数

3回 5回 166.7% A

学校教育課 73
体力の向上・目の健康（眼
育）・防災教育・食育の推進

　学校体育の授業の充実と指
導教員の資質向上を図りな
がら、児童・生徒の体力の向
上を目指すとともに、目の健
康につながる取組みを推進し
ます。
　また、災害時の危険を理解
し、自らの安全を確保するた
めの適切な行動がとれるよう
な防災教育に努めます。
　子どもたちの健全な心身の
成長のため、食育の推進に
努めるとともに、食文化と農
業に対する理解を深めるた
め、地場産（鯖江産）食材の
良さを知る機会を設けます。
　さらに、健康面により配慮し
た学校給食を提供するととも
に、経済的困窮家庭の子ども
への支援について担当部局
との情報共有を図ります。

　新型コロナウイルス感染症
の感染対策を講じながら、ス
ポーツ施設の直営施設はもと
より、指定管理者による効果
的・効率的な管理・運営に努
め、スポーツ施設利用促進や
イベントを通じて、地域間・世
代間の交流の場を提供し、元
気と活力あるまちづくりの推
進を図ります。

教育委員会
生涯学習・スポーツ
課

77 公民館等との連携強化

　生涯学習・まちづくり活動を
支援する場として、公民館等
との連携強化を図ります。

教育委員会
生涯学習・スポーツ
課

75
生涯スポーツに親しむ人づく
りの育成推進

　新型コロナウイルス感染症
の感染対策を講じながら、市
内のスポーツ施設を活用し、
子どもから大人まで、全ての
人がスポーツに親しむための
環境として、総合型地域ス
ポーツクラブやスポーツ少年
団、スポーツ健康教室等出前
講座等を利用していただき、
市民の健康増進や体力向上
を図ります。

教育委員会
生涯学習・スポーツ
課

教育委員会
生涯学習・スポーツ
課

74

個別施設計画や長寿命化計
画に基づく社会教育・スポー
ツ施設の適切な管理運営の
推進

　市民プール検討委員会を立
ち上げ、今後の方針等に関す
る検討を行います。
　また、施設の大規模改修等
について適切な進捗管理を
行います。

教育委員会

76
スポーツを通じた元気と活力
あふれるまちづくりの推進

目標を達成し
ました

　学校体育の授業の充実と指導
教員の資質向上を図りながら、児
童・生徒の体力の向上を目指す
とともに、目の健康につながる取
組みを行いました。
　また、災害時の危険を理解し、
自らの安全を確保するための適
切な行動がとれるような防災教
育に努めました。
　子どもたちの健全な心身の成
長のため、食育の推進に努める
とともに、食文化と農業に対する
理解を深めるため、地場産（鯖江
産）食材の良さを知る機会を設け
ました。
　さらに、健康面により配慮した
学校給食を提供するとともに、経
済的困窮家庭の子どもへの支援
について担当部局との情報共有
を図りました。

目標を達成し
ました

　市民プール検討委員会を立ち
上げ、今後の方針等に関する検
討を行いました。
　また、施設の大規模改修等に
ついても適切に進捗管理を行
い、利用者の利便性を図りまし
た。

目標を概ね達
成しました

　新型コロナウイルス感染拡大防
止策を講じながら市内のスポー
ツ施設を活用し、子どもから大人
まですべての人がスポーツに親
しむための環境として、総合型ス
ポーツクラブやスポーツ少年団、
スポーツ健康教室等出前講座を
利用していただき、市民の健康増
進や体力向上を図りました。

目標を概ね達
成しました

　新型コロナウイルス感染拡大防
止策を講じながら、スポーツ施設
の直営施設はもとより、指定管理
者による効果的・効率的な管理・
運営に努め、スポーツ施設利用
促進やイベントを通じて、地域間・
世代間の交流の場を提供し、元
気と活力あるまちづくりの推進を
図りました。

目標を達成し
ました

　生涯学習・まちづくり活動を支
援する場として、公民館等との連
携強化を図りました。
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令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
BまたはCランクになった

理由
左記の具体的な理由

基本方針
（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

319 公民館の利用者数 27万人 274,932人 〇 3月下旬 101.8% A

320
公民館合宿通学事業実施
地区数

8地区 5地区 62.5% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍により、実施できなかっ
た地区があったため

321 公民館食育事業の開催 20回 28回 〇 3月下旬 140% A

322
地域でのふるさと学習事業
の開催（地区公民館）

16回 29回 〇 3月下旬 181.3% A

323
地域青年交流事業の参加
者数

4,200人 626人 14.9% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

地区体育大会やラジオ体操、
ユーカルフェスタが中止となり、成
人式のみ挙行することができた。

324
地域青年交流事業の情報
発信回数

2回 2回 100% A

325 ユーカルさばえの利用者数 11,000人 10,159人 〇 3月下旬 92.4% B

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

ユーカルフェスタの中止と空調設
備改修による利用中止のため、
利用者増にはつながらなかった。

教育委員会
生涯学習・スポーツ
課

80 高年大学の活性化

　高年大学において、生涯学
習を通した健康長寿の伸長と
社会貢献活動の充実を図り
ます。

目標達成には
いたりません

でした

　高年大学において、10月からの
１か月間の開講ではありました
が、生涯学習を通した健康長寿
の伸長と社会貢献活動の充実を
図りました。

326 高年大学の利用者数 11,000人 4,000人 〇 3月下旬 36.4% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍により、１０月のみの開
講となったため

327 屋上防水改修工事 12月 12月 100% A

328 トイレ洋式化改修工事 12月 11月 100% A

329
交流広場を含む施設の有
効利活用の検討

2回 2回 100% A

330 「ライブラリーカフェ」の開催 400人 240人 〇 3月22日以降 60% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

新型コロナウイルス感染症で福井
県緊急事態宣言発令等により、
鯖江市から事業中止要請があっ
たため回数減となった。開催時は
感染拡大防止のため場所を変
え、密を避けながら実施した。

331 「カフェコンサート」の開催 70人 79人 112.9% A

332
「えきライブラリー」の貸出
冊数

700冊 345冊 〇 4月上旬 49.2% C

③コロナ禍の影響を適切
に見込めたが、特段の事
由があったため。

休業日が週2日となったことと、コ
ロナ禍の影響で高齢者の利用減
が要因とみられる貸出が減少し
た。

333
「えきライブラリー」の返却
冊数

700冊 495冊 〇 4月上旬 70.7% C

③コロナ禍の影響を適切
に見込めたが、特段の事
由があったため。

休業日が週2日となったことによる
返却ポスト利用可能時間減少と、
コロナ禍の影響で高齢者の利用
減が要因とみられる返却利用が
減少した。

教育委員会 文化の館 81
個別施設計画に基づく施設
の適切な管理運営および有
効利活用の推進

　個別施設計画に基づき屋上
防水改修工事およびトイレ洋
式化改修工事を実施するとと
もに、施設の有効利活用に関
する検討を行います。

教育委員会 文化の館

　市民協働事業として様々な
分野で活躍している人を講師
に招き、気楽な雰囲気の中で
ライブラリーカフェを開催し、
知識や教養を深める場を提
供します。
　また、地元の演奏家などを
招いてコンサートを開催し、演
奏家に発表の場を提供すると
ともに、音楽のある生活の豊
かさを推奨します。
　さらに、「えきライブラリー」と
の連携を推進します。

　地域課題の解決に向けた
取組や地域の教育力の向上
と青年活動の活性化を推進し
ます。

79
地域における青年活動の推
進

　各地区公民館で開催する青
年交流事業を契機として、青
年たちの相互理解や地域理
解を深めるとともに、地域の
活性化やまちづくりにつなが
るよう、地域における青年活
動の活性化と情報発信に努
めます。

78

82 市民との協働事業の推進

地域の教育力の向上

教育委員会
生涯学習・スポーツ
課

教育委員会
生涯学習・スポーツ
課

　各地区公民館で開催した成人
式後の地区のつどいについて
は、コロナ禍により、フォトスポッ
トを設置しました。こうした青年交
流事業を契機として、青年たちの
相互理解や地域理解を深めると
ともに、地域の活性化やまちづく
りにつながるよう、地域における
青年活動の活性化と情報発信に
努めました。

目標を達成し
ました

　個別施設計画に基づき屋上防
水改修工事およびトイレ洋式化
改修工事を実施しました。
　また、施設の有効利活用につい
ては、特に交流広場に関する検
討を行いました。

目標達成には
いたりません

でした

　市民協働事業として様々な分野
で活躍している人を講師に招き、
気楽な雰囲気の中でライブラリー
カフェを開催し、知識や教養を深
める場を提供しました。コロナ禍
のため、開催方法を工夫するな
どして、参加者に喜んでもらうこと
ができましたが、参加者数は伸び
ませんでした。
　また、地元の演奏家などを招い
てコンサートを開催し、演奏家に
発表の場を提供するとともに、音
楽のある生活の豊かさを推奨し
ました。
　また、「えきライブラリー」につい
ては、コロナ禍の影響を大きく受
けたことから、置いてほしい本の
アンケートを実施するなどしまし
たが、目標達成できませんでし
た。

目標を概ね達
成しました

　公民館合宿について、コロナ禍
の影響もあり、実施できなかった
地区もありましたが、地域課題の
解決に向けた取組みや地域の教
育力の向上と青年活動の活性化
を推進しました。

目標を概ね達
成しました

24



令和３年度　まち・ひと・しごと創生総合戦略推進にかかる各部施策方針　取組結果

連番 目標項目 目標値 最終実績 見込値

見込値の確定月日
（見込値の欄が「〇」の
場合、確定月日を入

力）

最終達成率
(%)

最終ランク 備考
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左記の具体的な理由
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（取組内容）

部名 課名 連番
基本方針
（項目名）

基本方針
（取組成果)

基本方針
(総括)

重点的取組・具体的目標

334
【こどもの読書支援イベント
の開催】「あかちゃんと絵本
のひろば」の開催

180人 178人 98.9% A

335
【こどもの読書支援イベント
の開催】「絵本とよちよち1・
2・3」の開催

180人 89人 49.4% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

R3.4から曜日時間を変更して開
催。新型コロナウイルス感染拡大
防止のため、7月～9月の行事中
止。警報発令中の中学生以下の
事業中止要請により2月～3月も
中止。

336
【学校図書館支援センター
事業の実施】「図書館司書
の日」の実施

全小学校各
15回、中学校

各3回

全小学校各
16～17回、中
学校各5回

113.8% A

337
「会議室（学習室）中高生開
放Day」の開催

30日
600人

30日
428人

〇 4月上旬
100%
71.3%

B

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

開催日数は目標達成できたが、
新型コロナウイルス感染拡大防
止のため会議室の利用人数制限
を行っていたため、人数が少な
かった。

338
第3次鯖江市子ども読書活
動推進計画策定

3月 3月 〇 3月下旬 100% A

339 図書館の入館者数 23万人 19万人 〇 4月上旬 82.6% B

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

新型コロナウイルス感染拡大防
止のため、閲覧席の間引き、貸館
等の人数制限を行った。8/10～
9/12まで長期滞在不可および貸
館中止や1月～3月の子ども行事
中止要請のため、入館者が少な
かった。

340 図書の貸出冊数 35万冊 36万冊 〇 4月上旬 103.8% A

341
ビジネス・起業支援図書の
貸出冊数

3,000冊 3,100冊 〇 4月上旬 103.3% A

342 図書リクエストへの対応率 100% 100% 〇 4月上旬 100% A

343
整備工事（造成工、給水整
備工、雨水排水工、電気設
備工、スロープ整備工）

3月 3月 〇 3月31日 100.0% A

344
環境整備検討委員会の開
催

1回 1回 100.0% A

345
令和4年度策定に向けた管
理協定に関する協議

2回 2回 100.0% A

346 ふるさと学習の参加者数 1,200人 1,944人 〇 3月31日 162% A

347
鯖江市美術展への来場者
数

5,600人 5,460人 97.5% A

348 文化センターの利用者数 50,000人 32,000人 〇 3月31日 64% C

①コロナ禍の影響を適切
に見込めず、目標値の設
定が不適切であったため。

コロナ禍の影響で実施できない事
業があった。また、貸館ではキャ
ンセルが多かった。

教育委員会 文化課

教育委員会 文化の館

85
兜山古墳の環境整備事業の
推進

　市内の文化遺産や指定文
化財のうち国指定史跡「兜山
古墳」について、市民がさらに
理解を深め、その保存と活用
を図るべく、整備事業に取り
組みます。
　また、整備完成後の管理体
制についての協議を開始しま
す。

子どもの読書活動支援の推
進

　未来を担う子どもたちの心
を培うため、対象年齢別に読
書支援イベントを実施しま
す。
　また、学校図書館支援セン
ターは、学校、家庭、地域と
連携し、図書ボランティアの
育成に努めるなど支援を行い
ます。
　さらに、読書機会が極端に
少なくなる中高生を対象に会
議室を学習室として開放し、
読書活動を支援します。83

教育委員会 文化課 86
文化活動への参加と豊かな
心を育む文化のまちの推進

　郷土の歴史・伝統・文化に
身近に触れ、間部公、近松門
左衛門等の先人を顕彰する
ことにより、市民や子どもたち
の郷土に対する愛着心を高
めます。
　また、優れた芸術文化を鑑
賞し、発表する機会の創出を
図ることにより、芸術的創造
性を醸成し、文化の薫り高い
自信と誇りの持てるまちづくり
を創造します。

教育委員会 文化の館 84
文化の館における図書資料
の充実

　多様化する市民ニーズに応
えるため、図書資料の収集と
蔵書の充実を図ります。
　また、ビジネス・起業支援
コーナーを充実し、利用の促
進を図ります。

目標を概ね達
成しました

　郷土の歴史・伝統・文化に身近
に触れ、間部公、近松門左衛門
等の先人を顕彰することにより、
市民や子どもたちの郷土に対す
る愛着心を高めました。
　また、優れた芸術文化を鑑賞
し、発表する機会の創出を図るこ
とにより、芸術的創造性を醸成
し、文化の薫り高い自信と誇りの
持てるまちづくりを創造しました。

目標を概ね達
成しました

　未来を担う子どもたちの心を培
うため、対象年齢別に読書支援
イベントを実施しましたが、コロナ
禍の影響により、行事中止の会
が多く、絵本とよちよち1・2・3につ
いては、目標達成できませんでし
た。
　また、学校図書館支援センター
は、学校、家庭、地域と連携し、
図書ボランティアの育成に努める
など、支援を行いました。
　さらに、読書機会が極端に少な
くなる中高生を対象に会議室を
学習室として開放し、読書活動を
支援しましたが、コロナ禍の影響
により、会議室の利用人数制限
を行っていたため、目標達成でき
ませんでした。

目標を概ね達
成しました

　コロナ禍の影響により入館者数
は目標に達成できませんでした
が、多様化する市民ニーズに応
えるため、図書資料の収集と蔵
書の充実を図りました。
　また、ビジネス・起業支援コー
ナーを充実し、利用の促進を図り
ました。

目標を達成し
ました

　市内の文化遺産や指定文化財
のうち国指定史跡「兜山古墳」に
ついて、市民がさらに理解を深
め、その保存と活用を図るべく、
整備事業に取り組みました。
　また、整備完成後の管理体制
についての協議を開始しました。
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349 企画展の来場者数 2,500人 4,752人 190.1% A

350 創造空間事業の来場者数 9,000人 11,000人 〇 3月31日 122.2% A

351
市HP（文化財関係）への訪
問者数

9,000人 15,000人 〇 3月31日 166.7% A

352
文化財現地解説会等の参
加者数

650人 620人 〇 3月31日 95.4% A

353

市指定史跡「今北山・磯部・
弁財天古墳群」の国指定申
請にかかる準備作業のた
めの文化庁との協議

1回 1回 100% A

教育委員会 文化課 88
文化財の調査・保存・啓発の
推進

　貴重な文化遺産を幅広く調
査し、保存の処置を講ずると
ともに、優れた伝統芸能や技
術を継承する市民や団体を
サポートし、文化遺産を後世
に引き継いでいくための事業
を推進します。
　また、市内の文化遺産や指
定文化財について、市民がさ
らに理解を深め、その保存と
活用について身近に考えるこ
とができるような事業展開を
図ります。

教育委員会 文化課 87
まなべの館を活用した文化活
動への参加と、文化に触れる
機会の提供

　長い伝統に育まれた歴史や
芸術文化など特色豊かな地
域資源を紹介する企画展や、
全国レベルで活躍している作
家の作品に触れることができ
る企画展を開催し、将来の鯖
江を担う子どもたちの育成、
高齢者の生きがい向上など
幅広い世代が学び、遊び、楽
しめ、親しみ、わかりやすい
特色のある事業の推進を図り
ます。
　また、登録博物館であるま
なべの館を活用し、市民の文
化活動への支援と市民が広く
芸術・文化に触れて、鑑賞・
参加・創造することができる
機会を提供し、市民に親しま
れ、愛されるミュージアムを目
指します。

目標を達成し
ました

　コロナ禍による影響を大きく受
けながらも、2つの展覧会を通じ
て、将来の鯖江を担う子どもたち
の育成、高齢者の生きがい向上
など幅広い世代が学び、遊び、
楽しめ、親しみ、わかりやすい特
色のある事業の推進を図ること
ができました。

目標を達成し
ました

　貴重な文化遺産を幅広く調査
し、保存の処置を講ずるととも
に、優れた伝統芸能や技術を継
承する市民や団体をサポートし、
文化遺産を後世に引き継いでい
くための事業を推進しました。
　また、市内の文化遺産や指定
文化財について、市民がさらに理
解を深め、その保存と活用につ
いて身近に考えることができるよ
うな事業展開を図ることができま
した。
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